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「未来を創る」子供たちを支援するタブレット学習ソフト

知 ら な か っ た

子 供 た ち の 思 考 に 出 合 う

0120-8888-44 通話料
無料

学校・教育機関専用

学校・教育機関以外 086-235-2257
受付時間　9:00～17:00（土・日・祝日・お盆期間・年末年始を除く）

※一部のIP電話からは086-235-2257へおかけください（通話料がかかります）。

TEL FAX

E-Mail

086-235-2258

school@mail.benesse.co.jp

小学校、中学校の先生方のためのウェブサイト

www.teacher.ne.jp

教育委員会の先生方とともに明日の教育を考える

https://berd.benesse.jp

全国の教育委員会に無料で年４回お届けしています
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教育長が語るLeader’s VIEW
兵庫県尼崎市

教委と現場で進める学力向上へのステップ　
埼玉県羽生市

創造的働き方改革のすすめ
─実践の第一歩─

業務時間が長いものこそ見直しを

データで教育を読むBenesse Report
教育改革に対する保護者の賛否

連 載

インタビュー 埼玉県　さいたま市教育委員会　ICT教育推進係長　細井博幸
事例 東京都文京区／兵庫県淡路市／埼玉県戸田市
提言 埼玉県　戸田市教育委員会　教育長　戸ヶ﨑　勤

インタビ 埼玉県 さいたま市教育委員会 ICT教育推進係長 細井博幸

AI時代を見据えた
授業デザイン力を高める
ICTの可能性

特 集

は にゅう
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表2（左開き） 表3（左開き）

　１学年6～７学級からなる大規模校の広島市立古田中学
校では、「気づく・考える・やり抜く・思いやる」をキーワー
ドに、人と人との関係づくりを大切に教育活動を展開して
いる。宮

みや

正
しょう

千鶴雄校長は、そのねらいを次のように語る。
　「本校では４つの小学校から新入生を迎えます。多様な経
験や価値観を持つ生徒たちが、協力し合い、切磋琢磨しな
がら目標を達成し、３年間で大きく成長することを目指し
ています。そうした経験を通じて、生徒の自己肯定感が高
まることを期待しています」
　授業では、個別学習とグループ学習を織り交ぜながら自
分の考えを深めていく「古田モデル」を全教科で実践。生
徒同士のかかわり合いの中で気づく学びを重視し、教員は
それを導くファシリテーター役に徹する。
　学校行事もその多くを３学年縦割りの色群で行い、学年

を超えた関係を深める。例えば、文化祭でのクラス合唱に
向け、３学年縦割りの色群で交流する。上級生の美しい歌
声は、下級生の目標になり、自身が上級生になった時、進
んで下級生の教室に行き、アドバイスをするようになる。
　また、平和をテーマに３年間かけて系統的に学習を深め
る「総合的な学習の時間」では、３年次に「世界の平和」を
テーマに探究学習を実施。調べ学習とともに、広島平和記
念公園を訪れた外国人に平和についての聞き取り調査など
を行い、グローバルな視点で考えを深めていく。
　「１年生から戦争や平和と向き合うことで、３年生の探究
学習の発表では、平和を築く一員として自分たちにできる
ことを、自分の言葉でしっかり述べています」（宮正校長）
　仲間、教員、地域、そして世界の人たちとのかかわりが、
生徒に豊かな心を育み、将来への飛躍へとつながっていく。

　情報技術の革新が進む中、今後の
社会はますます急速に変化していく
ことでしょう。予見が困難となる未
来の社会で活躍する人材には、「自分
の手で社会を変え、よりよい未来を
創造していくのだ」という意識が一
層求められます。そして、そうした
人材には、①「多様な他者と協働し、
新たな『知』を創造する力」、②「適
切な価値を選択して、思考し、判断
し、行為し続ける力」、③「内省を深め、
自分のよさや可能性に目を向ける力」
という３つの力が不可欠だと、私は
考えています。
　それら３つの力を育んでいくため
には、新学習指導要領で重視される
「主体的・対話的で深い学び」が有効
で、特に重要なのは「深い学び」です。
子どもは、「深い学び」を進める中で、
身につけた個々の知識・技能を関連
づけて構造化し、いつでもどこでも
知識を自由に使える（私はこれを「知
識が駆動する」と呼びます）ように、
高めていけると理解しています。こ
のような知識の構造化を進め、深い

学びを実現するには、先生方が子ど
もに知識・技能をインプットするだ
けではなく、子ども自身が習得した
知識・技能をアウトプットしていく
ことが必要です。そのために最も有
効なのが、振り返りです。学習内容
の確認や過去の学習内容との関連づ
け、自己の変容の自覚など、深い学
びや主体的な学びにつなげることが
できます。そうした機会を日々の授
業に設け、「主体的・対話的で深い学
び」を継続していくことで、子ども
は先の３つの力を総合的に身につけ
ていけるようになると考えます。
　子どもの学びの深さを先生方が把

握するには、学びが子どもの内面で
深まり、少しずつ表面の変化に現れ
る状態を丁寧に見取る必要がありま
す。そのためには、「子どもの学びが
深まった状態」を具体的に思い描け
るようになることが大切になります。
そこで、教育委員会には、アウトプッ
トに力を入れる学校の取り組みの具
体例を数多く紹介し、学びを深める
子どもの姿を示していただきたいと
思います。そうして先生方が「目指
す子どもの姿」を共有することで、
教員主導の授業から、子どもを主体
とする授業への転換も促されるので
はないでしょうか。

7

かかわりの中で育む心
今号の表紙　広島県　広島市立古田中学校

◎1985 年開校。学校教育目標は「明るくたくましく　自ら考え実
行し　思いやりのある生徒の育成」。広島市初のユネスコスクール
認定校。2015 年度から広島市教育委員会「授業改善推進校（活
用型）」「生徒指導実践指定校」。

広島市立
古田中学校

校長　宮
みや

正
しょう

千鶴雄先生　　
生徒数　727人　学級数　22 学級（うち特別支援学級２）
URL　http://cms.edu.city.hiroshima.jp/weblog/index.
php?id=j1043

未来に
　つながる
学びの情景

生徒会では、学校近くにある森にな
ぞらえ、「古田の森」を合言葉に活
動を展開。一人ひとりが成長し、そ
れが集まってしっかりした森を築くこ
とを目指す。その決意を表すため、
１・２年生は自分の目標を、３年生
は後輩に伝えたいことを書き、そ
れを集めて1つのモチーフを形づく
る。

体育大会では、色群で競技種目も行い、
総合順位を決める。上級生が競技や応
援で頼もしくリードする姿に下級生は憧
れを抱き、上級生としてのあるべき姿を
学んでいく。

生徒の行動目標に「時を守り、場を清め、礼を正す」を掲げ、
あいさつ運動などを行う。無言清掃では、持ち場としっかり
向き合い、学びの場を磨き上げていく。

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）
を推進する同校では、１年生は「広島の
平和」、2年生は「日本の平和」、３年生
は「世界の平和」をテーマに探究学習を
行う。２年生の修学旅行では長崎を訪
問。班別行動では、事前学習をした上
で平和に関する場所を巡り、班ごとに調
べたことをまとめ、全校集会で報告する。

地元中学生と広島を訪れた外国人と平和へのメッセージを交換
する「平和のメッセージ交換事業」に参加。折り鶴の再生紙で
作られたカードには、英語で思いを書く生徒も大勢いた。

知識の構造化を通して
深い学びを実現し、
活躍できる人材育成を
國學院大學人間開発学部初等教育学科教授
田村　学 たむら・まなぶ

新潟大学教育学部卒業。専門はカリキュラム論など。新潟県公立学校教諭、
同県柏崎市教育委員会指導主事、文部科学省初等中等教育局教育課程課教
科調査官、同省同局視学官などを歴任。同省で新学習指導要領の作成に携わっ
た後、２０１７年度より現職。著書に『深い学び』（東洋館出版社）などがある。

１８８２（明治１５）年創設の皇典講究所を母体とする私立文系の総合大学。
本部を東京都渋谷区に置き、５学部１３学科、３研究科を擁する。教育目標
に「主体性を持ち、自立した『大人』の育成」を掲げる。

近 未 来 への 布 石 　教育委員会と連携した研修
田村教授は、全国各地の教育委員会と連携し、
「深い学びとは何か」といったテーマを中心に
研修会を行っている。神奈川県海老名市教育
委員会とも連携を図り、年に数回の研修を実
施。市内の小・中学校の教員研修では、代表
教員による研究授業の後、子どもを主体とす
る授業改善について全教員が検討し合い、田
村教授が講評・講演する活動を行っている。

教育研究者からのメッセージ

國學院大學プロフィール
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　尼崎市は、阪神工業地帯に属する
製造業の町として、戦後日本の経済
発展を支えてきた歴史を持ちます。
ただ、小さな町工場が多いため、市
民の暮らしは景気動向に左右されや
すく、阪神・淡路大震災やリーマン
ショックなどの様々な要因により、
経済的に厳しい時期が続きました。
そうした地域の状況は教育現場にも
影響があり、基礎学力の向上は本市
の大きな課題となってきました。
　そこで、子どもたちにまずは基本
的な生活習慣や学習習慣を定着させ
ようと、先生方が地道に指導を続け
てきました。その成果が出て、子ども
たちは落ち着いて学びに向かうよう
になり、近年は次のステップとして
学力向上の施策に取り組んでいます。
　その１つは、各校がチャレンジし
たい教育活動についてプレゼンテー
ションを行い、その内容によって予
算を配分する施策です。例えば、ディ
スカッション中心の授業を実践する
ために指導補助員を配置する、家庭
学習の不足を補完するために放課後

指導員を増員するなどです。様々な
アイデアが提案され、実践に移され
て、効果を上げてきました。
　ほかにも、教職経験者や大学生の
協力を得て放課後に学習の個別支援
を行ったり、全小学校に学校司書を
配置して読書環境を整えたり、さ
らにはスクールカウンセラーやソー
シャルワーカーを配置して心のケア
を強化したり、市を挙げて様々な施
策に取り組んできました。文部科学
省「全国学力・学習状況調査」のここ
数年間の結果からは、それらの施策
の成果が見られます。もちろん課題
はまだありますが、確かな手応えを
感じています。

　今、力を入れているのは、各校が
努力して取り組む中で成果を出して
きた実践について、エビデンスをき
ちんと整理し、その方法を理論化し
て、他校に広げやすい形にすること
です。そこで、２０１８年度、各種施
策と学力向上との関係について、効
果検証を始めました。現在、指導主
事を中心に仮説を立てて研究してい

るところです。
　検証方法で中心となるのは、ベネッ
セとの包括協定の一環として導入し
た「あまっ子ステップ・アップ調査」
です。同調査を活用して、教育活動
に関する検証サイクルを確立しつつ、
児童・生徒の学力と生活実態を継続
的に把握しようとしています。その
施策は、国が各自治体に求めている
ＥＢＰＭ＊の考え方に基づいています。
　調査は、年１回、小学校では１～
６年生の全児童に国語と算数、中学
校では１・２年生の全生徒に国語・
数学・社会・理科・英語の学力調査
を行い、加えて生活実態調査も実施
します。それにより、子ども一人ひ
とりの学力や意識の変化を継続的に
把握し、学校や教員が個々の状況に
応じた支援が可能になります。教育
活動の目標は、すべての子どもの資
質・能力を伸ばすことにありますが、
そのためには、そのような個への対
応は不可欠なものと考えています。
　さらに、同調査のデータは、首長
部局が管理し、複数の外部専門家が
かかわる「尼崎市学びと育ち研究所」
が、学力だけでなく、首長部局が保
持する様々な統計データとも統合し

＊　Evidence-based policy making の略で、証拠に基づく政策立案のこと。

まつもと・しん　文部科学省において、教育基本法改正や高等教育行政、教員養成などを担当し、2018 年度から現職。

市を挙げた学力向上施策で
学力調査の結果が向上

施策の効果を検証して理論化し、
個に対応した「結果」を出す教育を
兵庫県　尼崎市教育委員会　教育長　松本 眞

し ん

長らく課題とされてきた基礎学力が向上しつつある兵庫県尼崎市。2018年度から、施策の効果検証にアセスメント
を導入するなど、次々に教育施策を打ち出しています。そのねらいを、松本眞教育長に聞きました。

小・中学校を悉皆で調査し、
個々の学力や意識を捉える

教育長が語る　Leader's VIEW
第3 回
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て詳しく分析し、中長期的な教育施
策の立案に活用していきます。

　エビデンス重視の教育活動を通し
てこだわりたいのは、しっかり「結果」
を出すことです。「学校ができること
は限られている」という声もよく聞
きます。それは、確かにもっともな
考えであり、学校は家庭や地域との
連携をますます強めていく必要があ
ります。
　その一方で、子どもは１日７時間
以上を学校で過ごし、年間約１０００
時間もの授業を受けています。学校
の果たす責任が、非常に大きいこと
には変わりません。教育活動を提供
して終わりではなく、子ども一人ひ
とりのどのような力を、どれくらい
伸ばしたのかという明確な結果を出
すこと。それを分かりやすく市民に

示すことが、家庭や地域社会に対す
る責任を果たし、「この学校に通って
よかった」と、信頼関係を強めてい
くことにつながるでしょう。
　学校教育に対する市民の理解が深
まれば、財政面の理解も得やすく、
教育環境をさらに充実させることが
できます。教育長が黙っていては、
教育環境は変わりません。国での業
務経験も踏まえて、私自身が動き続
けていきたいと思います。

　教育現場を担う先生方には、「自分
が学校を変える」という意識で教育
に向き合ってほしいと願っています。
学制の公布以来、先人がその時代に
応じて維持したり改善させたりして、
現在の学校教育は形づくられてきま
した。我々も、今の時代に対応して、
教育活動を変化させていかなければ

いけません。子どもたちは未来を生
きていきます。常に先を見据えて、
教育を変えていく姿勢が求めらると
考えています。
　先生方は責任感が強く、自分たち
だけで何とかしようと思われるケー
スが多いように見受けます。ただ、
今は、学校が企業や高等教育機関、
ＮＰＯ法人などと連携し、学校や教育
委員会だけでは実現できないことに
取り組んだり、業務を効率化させた
りすることが、教育活動の鍵になる
と考えています。
　これからも時代は大きく変化し、
子どもたちは厳しい状況に直面する
こともあるでしょう。そうした時に
必要なのは、前向きな姿勢や柔軟さ
を失わず、タフに生き抜く力です。
自分の強みと弱みを認識し、それを
人生に結びつけてねばり強く努力で
きる子どもたちを育てていきたいと
思います。

社会の変化に対応して
外部との連携をさらに強化

◎兵庫県東南部、大阪平野の西部に位置する。1947年に旧園田村を編入し、ほぼ現在の市域が形成され、2009 年に中核
市へ移行した。近畿地方の墓制を初めて明らかにした田能遺跡や国指定重要文化財の開山堂などの歴史的遺産を有する。

人口　約 451 万人　面積　50．72㎢　市立学校数　小学校 :41 校、中学校 :17 校　特別支援学校 :１校　児童・生徒数　約３万
1000人　　電話　06-4950-5654　URL　http://www.city.amagasaki.hyogo.jp/shisei/siyakusyo/section/kyoiku/

「結果」にこだわり
家庭や地域への責任を果たす

尼崎市
プロフィール
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本特集では、ICTを活用することで子どもの実態や指導改善の成果を数値化し、
ICT環境のさらなる充実や教員の授業デザイン力の向上を目指している取り組みを紹介する。
自治体や学校の実践事例を通して、これからの学校教育における ICTの活用可能性を考えたい。

特集

授業デザイン力を
高める

ICTの可能性

AI時代を見据えた

はじめに
　２０１８年１０月に発表された文部科学省の調査結果＊１によると、
パソコン１台あたりの児童生徒数や普通教室の電子黒板整備率と
いった、学校におけるＩＣＴの整備状況は国の指標とは隔たりがあ
ることが明らかになりました（図１）。
　新学習指導要領には、情報活用能力を「学習の基盤となる資質・
能力」と位置づけ、「各学校において、コンピュータや情報通信ネッ
トワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整え、こ
れらを適切に活用した学習活動の充実を図る」ことが明記されて
います。加えて、小学校段階でのプログラミング教育も導入され
ることになり、今後、より積極的にＩＣＴを活用することが求めら
れています。
　これらの背景には、第４次産業革命とも言われる、進化した人
工知能が様々な判断を行ったり、いわゆる「ＩｏＴ」＊２が進展した
りする時代の到来があります。「日本の労働人口の約４９％が、技
術的には人工知能等で代替可能になる」（図2）「大学入試で高校
生の８割はＡＩに勝てない」といった研究結果＊３もニュースになり
ました。
　そうした社会を生きていく子どもたちが学ぶ学校において、
ＩＣＴ環境の充実が必要であることは当然と言えるでしょう。実

際、ＩＣＴ環境が十分に整備されると、先生方はＩＣＴを授業に取
り入れ、子どもたちの学習意欲が向上することがデータからも明
らかになっています（図3）。これから重要になるのは、インフラ
を整備したその先にあると考えます。ＩＣＴの長所を生かして子ど
もの実態を把握し、指導を工夫し、効率化できる部分は効率化し
て、いかに学びの質を高めるか。日々の授業では、協働的な学び
の実践にＩＣＴを取り入れて、よりねらいに迫る指導のあり方を試
行錯誤する。カリキュラム・マネジメントの観点からは、そうし
た授業実践が、具体的にどのようにどれだけ効果的だったのかを、
ＩＣＴを使って測定する。その結果を次の指導改善につなげる─
といったサイクルを回すことが、これから求められる「学校のＩＣＴ
化」における１つの姿ではないでしょうか。
　数多くのＩＣＴ活用の場面を取材させていただく中で、ＩＣＴを
学校経営や授業デザインの中に組み込んでいる現場からは、明確
な根拠を基に指導改善を続け、自治体ぐるみでよりよい教育を実
現しようとする強い気概を感じます。
　ＩＣＴ環境のさらなる充実とともに、今後求められる資質・能力
をＩＣＴというツールで育む指導のあり方を、これからも皆様とと
もに考えてまいります。

『VIEW21』教育委員会版編集部

＊１　文部科学省「平成 29年度　学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」。
＊２　Internet of Things の略。スマートフォンやパソコンだけでなく、様々な物に通信機能を持たせ、インターネットに接続したり、相互に通信したりして、自

動制御や情報収集などを行うこと。
＊３　国立情報学研究所の新井紀子教授らが 2016 年度の大学入試センター模擬試験で行った調査研究。
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国が掲げた指標と
各自治体の
ICT整備状況には
大きな隔たりがある

労働が人工知能等に
代替される可能性が、
日本は英・米より高い

ICT環境の整備が
進むと、教員と子どもの
意識も変わる

図1 ●　教育の情報化に関する国の指標＊4と、整備状況の全国平均値

図2 ●　人工知能やロボット等への代替可能性が高い労働人口の割合

図3 ●　授業用 ICT環境整備の成果

◎教員の意識が変わり、積極的に ICT機器を使うようになった。

◎児童・生徒が積極的に授業や学習活動に参加するようになった。

日本

イギリス

アメリカ

先進地域

一般地域

先進地域

一般地域

＊6

＊7

＊6

＊7

（％）

（％）

（％）

＊４　第３期教育振興基本計画（2018～ 2022年度）における指標。小・中・高の全学校種が対象。
＊5　５つの大項目と 18 の小項目から成るチェックリストに基づいて、全教員が自己評価を行う形で

の調査を行い、小項目ごとに４段階評価を行って「授業中に ICT を活用して指導する能力」の各
項目において「わりにできる」「ややできる」と回答した教員の割合。

＊文部科学省「平成 29 年度　学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」を基に編集部で
作成。

＊株式会社野村総合研究所の2015 年 12 月2日発表資料を基に編集部で作成。

＊6　地域全体で児童・生徒に対して１人１ 台の環境をほぼ実現していると言われている自治体の学校。
＊7　「先進地域」以外の自治体に属する学校。
＊日本教育情報化振興会「第11回『教育用コンピュータ等に関するアンケート調査』報告書」（2018 年）
を基に編集部で作成。
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久保木　２０１８年６月に閣議決定さ
れた「第３期教育振興基本計画」で
は、「ＩＣＴ利活用のための基盤整備」
の測定指標として、「学習者用コン
ピューターを３クラスに１クラス分
程度整備」と示されました。１日１
時間程度、児童・生徒が１人あたり
１台で学習できる環境の実現が求め
られていますが、さいたま市のＩＣＴ
環境はどのような状況でしょうか。
細井　文部科学省の調査結果＊１が公
表されましたが、本市では、コン
ピューター１台あたりの児童・生徒
数が１１．７人と、国が示した指標には
届きませんでした。児童数１，０００人
以上の大規模校が１０校以上ある本市
にとって、授業で日常的に１人１台
使える環境の整備は大きな課題です。
久保木　財政的に難しい状況にあっ

ても、ＩＣＴ環境の整備に力を入れら
れてきたとうかがっています。
細井　教育長が、ＩＣＴ教育の必要性
を十分に認識していることが、環境
整備の大きな推進力になっています。
　本市では、２００１年度の３市合併
前から各市において、段階的にコン
ピューター教室や校内のネットワー
ク環境の整備等が進められてきまし
た。しかし、配備されたのが持ち運
べないデスクトップ型パソコンだっ
たため、活用範囲が限定されること
が課題でした。そこで、普通教室で
の授業にもＩＣＴを活用できるよう、
２０１４年度から順次、タブレット端
末に入れ替え、２０１８年度までに市
立学校の全コンピューター約８，２００
台をタブレット端末にしました。
久保木　タブレット端末にして、ど
のような効果があったのでしょうか。
細井　例えば、発表用スライドの作
成では、以前は、ソフトウエアに付
属している著作権フリーの画像を用
いることが多く、子どもが自分の個
性を出しづらい状況でした。それが、
各自が関心に応じてタブレット端末
で撮影し、その写真に文字を書き込
んで発表用のスライドを作ることが
できるようになりました。持ち運び
ができることで、ＩＣＴを使った表現
活動の質が向上しました。

　将来的には１人１台の環境を目指
しつつ、２０１８年度に小・中・高の
各１校、計３校を研究指定校として、

埼玉県さいたま市プロフィール
◎埼玉県南東部に位置する県庁所在地。旧
浦和市・大宮市・与野市が合併して 2001 年
に誕生。2003年、指定都市に移行。2005 年、
旧岩槻市と合併。市誕生以降、人口増が続き、
ここ数年は転入者の６割が20～ 30代。

人口　約130万人　面積　217.43㎢
市立学校数　小学校103 校、中学校 57 校、
高校４校、特別支援学校２校
児童生徒数　約10万 2600人　
電話　048-829-1111
URL http://www.city.saitama.jp/003/

002/008/index.html

＊１　文部科学省「平成 29 年度　学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（2018 年 10月）。
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インタビュー

教育長のリーダーシップが
ICT教育推進に不可欠

ICT環境整備のポイント①

授業デザインを支援し、定量効果を測る
ＩＣＴの活用法とは

　埼玉県　さいたま市教育委員会　学校教育部　教育研究所　主任指導主事兼 ICT教育推進係長　

細井博幸
埼玉県さいたま市では、2018年度、小・中・高の各1校につきタブレット端末を120台ずつ配備し、

日々の授業で「主体的・対話的で深い学び」を実践するツールとして実証研究を行っている。
学習成果を測るためのデータも、タブレット端末を活用して収集・分析している点が特徴だ。

実証研究を現場で主導する細井博幸指導主事に、タブレット端末整備のねらいや成果などを聞いた。

聞き手

『VIEW21』
教育委員会版
編集長

久保木有希子
くぼき・ゆきこ

ほそい・ひろゆき　さいたま市の公立小学校教
諭を経て、2014 年度からさいたま市教育委員
会指導主事、2017年度から現職。
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１校あたり１２０台のタブレット端末
を配備しました。これは、国が指標
として示した３クラスに１クラス分
程度の割合にあたります。
久保木　事業の実現にあたり、教育長
はどのような意向を示されましたか。
細井　教育長はＩＣＴへの関心が高
く、海外への視察経験もあることか
ら、海外の教育動向に敏感で、日本の
ＩＣＴ教育が諸外国に後れを取ってい
ることに強い危機感を持っています。
予測が困難な時代を生きていくため
の資質・能力の１つとして、情報活
用能力を育むことが必須であると認
識し、さらに、市としても「日本一
の教育都市」をうたっていることか
ら、本事業にも非常に前向きでした。
　ＩＣＴ環境の整備には予算がかかり
ます。国からの財源措置が、使途が特
定されない一般財源である以上、各
自治体がＩＣＴ環境整備の優先度をど
う捉えるかが、ＩＣＴ環境の充実度に
直結します。財政局を始め、首長部局
との交渉の先頭に立つ教育長がＩＣＴ
教育の必要性を認識していることは、
予算獲得の鍵になると感じます。

久保木　ＩＣＴ教育の必要性を首長部
局や議会に説明する材料としては、
何が有効だと思われますか。

細井　２つあると思います。１つは、
新学習指導要領です。情報活用能力
が学習の基盤として育成すべき資質・
能力であること、そして、情報活用能
力を育成するためにＩＣＴ環境を整備
し、それを活用した学習活動を行う
ことが明確に示されたことは、ＩＣＴ
の必要性を説明する際の強力な根拠
となります（図１）。
　もう１つは、活用の効果を示すこ
とではないでしょうか。例えば、本
市では年１回、教員を対象とした、
１週間あたりのＩＣＴの活用時間数の
調査を、１０年以上継続して行ってい
ます。市の平均活用時間を各校の結
果とともにフィードバックし、各校
のＩＣＴ活用の改善に生かしてもらっ
ています。これまでの結果から、パ
ソコン・タブレット端末の配備台数
が多い学校が、ＩＣＴをより長時間活
用していることが分かりました。当
然の結果とも言えますが、「活用時間
の多い学校は、ＩＣＴ環境が整備され
ている」と、客観的な数値で示され
たことがポイントです。そのデータ
を根拠の１つとして、２０１８年度には、
ＩＣＴ教育の質を維持しつつ、より量
を重視する方針へと転換を図ること
となり、研究指定校への１校あたり
１２０台の配備が実現したのです。
久保木　活用時間と配備状況の関係
を示したエビデンスがあったからこ
そ、量の必要性を訴求することがで
きたのですね。

細井　未来の社会を支える子どもた
ちに求められる資質・能力を育むた
めに、教育長がＩＣＴの教育的効果を
アピールできる材料を準備すること
が、事務局である私たちの責務だと
捉えています。

久保木　ＩＣＴ環境が整っていても、
学校が十分活用できていないケース
もあるようです。さいたま市では、
活用度を上げるために工夫されてい
ることはありますか。
細井　まず、機器の整備と活用を一体
化して進めています。私が所属する
ＩＣＴ教育推進係には、指導主事４人
と行政職２人が在籍しています。例
えば、新しい学習ソフトを導入する際
は、指導主事が学校の意見を聞いて活
用場面を想定し、仕様書を書く行政職
員と相談しながら検討・決定します。
そうすることで、学校が使いたいと思
えるようなＩＣＴ環境にしています。
久保木　学校現場と行政職をつなぐ
ことが重要なのですね。
細井　ＩＣＴの活用を授業改善に関連
づけて広めることにも、力を入れてい
ます。本市では教育課程の推進は指
導１課が担当部署となり、私が所属す
るＩＣＴ教育推進係と連携して、授業
でのＩＣＴの活用を提案しています。
　今の課題は、「主体的・対話的で深
い学び」、いわゆるアクティブ・ラー
ニングの視点を取り入れた授業改善
です。教員が一方的に教える授業か
ら、ペアやグループでの話し合い、
意見の発表など、子どもが能動的に
学ぶ授業へと転換が図られています
が、それをより推進しやすくするの
が、ＩＣＴだと捉えています。
　例えば、クラスで意見を共有する
場合、口頭発表では１人１分として
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特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

部署間で連携し、授業での
ＩＣＴ活用をイメージする

ICT活用のポイント

活用時間の調査結果を基に
台数重視の施策に転換

ICT環境整備のポイント②

新学習指導要領における ICT教育の位置づけ図１

第２　教育課程の編成
２（１）各学校においては、児童の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用能力（情報モ
ラルを含む。）、問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成していくこと
ができるよう、各教科等の特質を生かし、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図る
ものとする。

第３　教育課程の実施と学習評価
１（３）第２の２の（１）に示す情報活用能力の育成を図るため、各学校において、コンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを
適切に活用した学習活動の充実を図ること。（後略）

注）下線は編集部による。　＊文部科学省「小学校学習指導要領（平成29年度公示）」を基に編集部で作成。

E_P06-09.indd   7E_P06-09.indd   7 2018/11/21   18:272018/11/21   18:27



も、クラス全員が発表を終えるには
４０分かかります。それが、タブレッ
ト端末のソフトウエアを使って意見
を書き込んでもらえば、一覧化の機能
でクラス全員の意見を１度にまとめ
て見られます。また、みんなの前では
緊張して発表できない子どもも、タ
ブレット端末に書き込むのであれば、
誰もが意見を出すことができます。
久保木　多様な意見が出れば、それ
だけたくさんの違いに気づき、考え
が深まりやすくなります。
細井　「活動あって学びなし」と言わ
れるように、いくら活動しても、子
どもが考えや思いを表出しなければ、
学び合いにはならないと思います。
そうならないためには、子どもが意
見を出したくなるような、発問の仕
方ややり取りの進め方などの工夫が
必要です。若手教員が増えている今、
ねらいに迫る授業のあり方を考えて、

具現化する授業デザイン力を高める
ための支援が大切で、ＩＣＴはその強
力なツールになると考えます。
　また、子ども一人ひとりに注目で
きることも、ＩＣＴの強みです。だか
らこそ、１校あたり１２０台のタブレッ
ト端末を配備して、１人１台使える
ことにこだわりました。１人１台で
１日に２時間程使えるという計算で
す。この環境で、学習スタイルがど
のように変化し、どういった学習効
果が得られるのかを明らかにしよう
としています。

久保木　研究指定校１校あたり１２０
台のタブレット端末を配備して約半
年経ちましたが、効果を感じている

ことはありますか。
細井　実は今回、学習の振り返りを
測定可能な形で行い、学習の成果を
測ろうと、ベネッセの調査・評価ツー
ル「Ｅｖｉｔ」＊２を導入しました。授業
ごとに自身の姿勢や変容などを振り
返る質問項目を設定し、授業の終わ
りに入力します。学びっぱなしでは
なく、自分の学習を振り返り、できた
こと、できなかったこと、さらにで
きなかった理由を自覚してこそ、次
の学習に向けた課題が分かり、深い
学びにつながります。入力した内容
は自動的に蓄積されるため、例えば、
単元ごとや学期ごとの変容をメタ認
知し、次の目標を立てることもでき
ます。教員にとっては、そうした子
どもの振り返りを分析することで、
授業の効果検証ができ、次の授業デ
ザインに生かすことができます。
久保木　今回、研究指定校の小学３

＊２　タブレット端末や内蔵ソフトの活用状況や、ICT を活用した授業に関する教員・子どもへのアンケートデータの収集・集計が可能な、ベネッセのソフト。　
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◎調査方法
小学３年生の理科の授業（全 22回）において、毎時間の終了時に、下記の
７つの質問項目について４段階で回答してもらった。

◎質問項目
❶じゅ業で何を考えるのかわかりましたか【知識・技能】
❷じゅ業に楽しみながら取り組むことができましたか【関心・意欲】
❸自分とはちがう考えや立場がどのようなものがあるかわかりましたか【批判的思考力】
❹グループで意見を出し合って考えをまとめることができましたか【協働的な学び】
❺たくさんの友だちの意見を聞いて考えましたか【創造的思考力】
❻自分の考えをまとめるときに理由が書けましたか【論理的思考力】
❼自分の考えを伝えるときにわかりやすくなるように工夫しましたか【表現力】

◎調査結果（抜粋）

❼自分の考えを伝えるときにわかりやすくなるように
　工夫しましたか【表現力】

とても　　　少し　　　あまり　　　まったく　　　「とても」の回帰直線
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❸自分とはちがう考えや立場がどのようなものがあるか
　わかりましたか【批判的思考力】
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思考力・表現力の伸びを
客観的な数値で証明

ＩＣＴ活用の効果検証

タブレット端末を活用した児童の意識調査の結果概要図２

＊さいたま市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

①児童向け調査の入力画
面。学年、クラス、出席番
号、時限、教科を選ぶと、
質問項目が表示される。

②回答を入力すると、次の質
問が表示される。
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年生の理科において、毎時間、タブ
レット端末を活用して授業を行い、
「Ｅｖｉｔ」を活用して同じ質問項目に
答えてもらう実証研究が行われまし
た。その結果を見ると、子ども自身
の回答に基づく分析とはいえ、「批判
的思考力」「論理的思考力」「協働的
な学び」「表現力」といずれの資質・
能力も高まっていました（図２）。そ
の結果をどうご覧になりましたか。
細井　客観的に成果を測りにくいと
されてきた資質・能力が、数値とし
て明らかになり、さらにいずれの力
も伸びているという結果が出たこと
は、率直にすごいなと思いました。
また、グラフを見ると、タブレット
端末を継続して活用することで、徐々
に成果が出ている様子がうかがえま
す。１人１台の形でタブレット端末
を日常的に使うことの有用性及び必
要性を示すデータであり、ＩＣＴ環境
の拡充に向けたエビデンスとなりま
す。そして、学校にとっては、カリキュ
ラム・マネジメントを進める上での
根拠にもなります。
　最初に質問項目を設定すれば、後
は「Ｅｖｉｔ」が子どもの入力を自動
集計し、毎授業のデータを蓄積して、
グラフ化してくれます。働き方改革
が進む中、教員の負担を抑えて、こ
れだけのエビデンスを得られること
は大きな魅力です。

久保木　まずは、何を目的にどのよ
うなエビデンスを得たいのかを明確
にし、それに応じた質問項目を設定
することが重要ですね。
細井　本市では、２０１５年に東京大学
大学院の市川伸一研究室の協力を得
て、子どもが望む「よい授業」につい
て調査研究を行い、「よい授業の４つ
の因子」を抽出しました（図３）。そし
て、４つの因子を反映した「新・さい
たま市の授業づくり」を作成・配布
し、先生方はそれに基づいた授業づく
りを展開しています。そこで、「Ｅｖｉｔ」
での質問項目も、この４つの因子に関
連づけるように設定しました。

久保木　今後はどのような展開をお
考えでしょうか。
細井　データが示すように、タブレッ
ト端末を活用した授業で思考力や表

現力が伸びています。成果が可視化
されたことで、２学期に入って、先
生方の活用度も上がっています。よ
り多くの先生が１か月、２か月と継
続して活用することで、ＩＣＴの有効
な活用法が蓄積されていくでしょう。
教育委員会としては、タブレット端
末とソフトウエア、加えてそれらの
運用をサポートしてくれるＩＣＴ支援
員との連携を強化し、点ではなく面
での学習活動となるよう支援してい
きたいと考えています。
　また、校務用コンピューターも、
本市では約５，５００台を配備していま
す。校務用と教育用のコンピューター
を併用して、様々な教育活動で活用
していくことも検討中です。
久保木　最後に、家庭でのスマート
フォンやパソコンの使用とは異なる、
学校教育ならではのＩＣＴ教育の意義
についてお考えをお聞かせください。
細井　家庭では、インターネットで知
りたい情報を調べたり、ゲームをし
たりと、主に情報を消費する道具と
しての用途がほとんどです。しかし、
将来どのような仕事に就いたとして
も、新たな情報を生み出したり、既
存の情報に付加価値をつけたりする
など、ＩＣＴを創造的に使うことが必
要になります。それを学ぶ場が学校で
す。将来どのように生きるかを考え、
学ぶための手段を豊かにするという
意味で、ＩＣＴ教育はキャリア教育の
一環であり、それを行うのは学校の役
割であると捉え、推進していきます。
久保木　本日はありがとうございま
した。
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特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

情報を「創造」するための
ＩＣＴ活用が、学校教育の役割

今後の展望

まとめ

1 ICTの環境整備には、教育長のリーダーシップと、エビデンスが重要

2 指導主事と行政職員が連携し、現場が使いたくなる機器を整備する

3 主体的・対話的で深い学びの授業デザインに、ICTが役立つ

「よい授業」４つの因子図３

❶授業マネジメント　「しっかりとした授業中のけじめ」「はっきりして聞き取りやすい教
師の声」「見やすい教師の板書」など、よい授業を実現するための前提条件となる、授
業規律にかかわる項目群

❷基礎アップ　「くわしく、ていねいな指導」「学習内容の理解を確認する時間の設定」「繰
り返し学習に取り組む時間の確保」など、基礎的・基本的な学習内容の定着のための指
導にかかわる項目群

❸授業スキル　「意欲を高める情報機器の活用」「他教科等や世の中の事象との結びつけ」
「ユーモアを交えた授業」など、よい授業を実現するための指導上の工夫にかかわる項
目群

❹児童生徒の活動　「自ら考える時間の確保」「みんなで話し合う場の設定」「自分たちで
まとめる授業展開」など、児童生徒の主体的・能動的・協働的な学習活動にかかわる項
目群

＊さいたま市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。
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環境整備やモデル事業で
ICTによる授業改善を推進

　東京都文京区は、高等教育機関や
歴史文化遺産に恵まれた環境を生か
し、「個が輝き共に生きる文京の教育」
をビジョンに掲げ、「文京区基本構想
実施計画」にも位置づけて、区とし
てＩＣＴを推進している。特に、すべ
ての子どもが社会の変化に対応して
いくために、調和の取れた「生きる力」
の育成に力を注ぎ、その実現に必要
なツールとしてＩＣＴを位置づけてい
る。
　２０１４年度には、小・中学校各１
校と特別支援学級２学級をモデル校
に指定し、タブレット端末を、通常
学級には３～６人に 1 台、特別支援
学級には１人１台配置して、ＩＣＴの

活用可能性を研究した。その結果、
子どもの学習意欲や授業理解度が向
上し、教員も手応えを感じたことが
分かった。とりわけ特別支援学級に
おける教育効果が高く、さらなる実
践研究に弾みがついたという。教育
推進部教育指導課の森進一統括指導
主事は、次のように語る。
　「学力保障の観点からは、基礎学力
の定着、加えて、今後一層の充実が
求められる思考力・判断力・表現力
等の育成など、ＩＣＴの活用が個に応
じた学びの質の向上に効果があるこ
とを確信しました」
　そこで、２０１６年度から、モデル校
を中心に小・中学校の各教科におけ
る具体的な指導法を開発していった。
　それらソフト面の研究とともに、
２０１６年度までに区立小・中学校３０
校のすべての普通教室に電子黒板と

デジタル教科書を配備し、教員用タ
ブレット端末も整備。さらに、２０１８
年度は３人に１台の割合で中学校、
２０１９年度は小学校に、生徒・児童用
のタブレット端末を配備する予定だ。

　一方、課題は、実践研究の効果検
証が十分とは言えなかったことだ。
モデル校では意識調査などを通して
子どもと教員の変容を捉えていたが、
具体的にどんな力が伸びたのかを数
値で測定するには至らなかった。
　そこで、２０１８年度からベネッセ
と連携し、エビデンスに基づいた授
業づくりに取り組む「Ｒ─ＰＤＣＡプロ

◎東京都23区の中央部に位置。武蔵野台地の東縁部
にあたり、神田川などでつくられた低地と台地で成り
立つ。東京大学を始めとした高等教育機関が多く、「文
教の府」のイメージに合うという理由で、1947年に
現区名となった。六

りく

義
ぎ

園
えん

や小石川後楽園、湯島天満宮
など、江戸の面影を残す文化遺産を数多く有する。

東京都文京区
プロフィール

人口　約 22万人　面積　11.29㎢
区立学校数　小学校 20 校、中学校10 校
児童生徒数　約1万 800人　
電話　03-5803-1291
URL

　　（教育委員会）
http://www.city.bunkyo.lg.jp/kyouikuiinkai.html

教育委員会版　2 0 18  V o l . 310

教育推進部教育指導課
統括指導主事

森　進一
もり・しんいち

鹿児島県及び東京都の公
立小学校教諭、東京都内
の教育委員会指導主事、
三鷹市立南浦小学校副校
長等を経て現職。

ICTを用いた授業でどんな力が伸びたか？
R─PDCAサイクルで効果を検証

東京都文京区
東京都文京区では、これからの教育活動に不可欠なツールの１つに ICTを位置づけて、

ハード・ソフトの両面から段階的に充実させてきた。
ICTを活用した授業改善にかかわる過去５年間の実践研究を土台として、

2018年度、データに基づく効果検証と目標設定を組み込んだ「R─PDCAプロジェクト」をスタートさせた。

事例 1

文京区教育委員会の施策

教育に不可欠なツールとして
ICTのハード・ソフト両面を整備

ICT活用の位置づけ

伸ばしたい力の目標設定と
成果を数値で捉える

「R─PDCAプロジェクト」開始

E_P10-13.indd   10E_P10-13.indd   10 2018/11/07   9:212018/11/07   9:21

http://www.city.bunkyo.lg.jp/kyouikuiinkai.html


ジェクト」をモデル校で開始した（図
１）。
　同プロジェクト最大の特徴は、通
常のＰＤＣＡサイクルの前に、実態
把握と目標設定を目的とした「Ｒ
（Research）」を行うことだ。具体的
には、年３回、子どもと教員を対象
に行動調査をベネッセの「Evit」＊１で
実施（Research）。その結果に基づい
て、「ミライシード」＊２の活用やＩＣＴ
支援員のサポートによる、資質・能
力を育む授業づくりを進める（Plan、
Do）。さらに、授業を「Evit」で振り
返り（Check）、その結果を次の授業
計画に反映する（Action）。
　「検証項目の中で特に注目している
のは、本区が最も重視するコミュニ
ケーション能力である『対話力』の
変化です。これまでの授業づくりは、

主に教員の経験に基づいて行われて
いました。それに加え、数値で子ど
もや指導の実態を捉えて、課題を分
析することで、短・中期の目標を設
定して授業改善に取り組めるように
なります。現在はＲ─ＰＤＣＡサイク
ル１巡目の途中で、数値の蓄積や具
体的な改善を行っている最中ですが、
検証サイクルとそこで明らかになっ
たＩＣＴ活用の指導モデルを、区内全
域に展開したいと考えています」（森
統括指導主事）
　授業での対話の場面を増やすこと
で、学年を追って低下傾向が見られ
た自己肯定感の向上もねらいとする。
　「まず自分の考えを持ち、タブレッ
ト端末で仲間と意見を交換する。そ
の過程で自分の思考の広がりを感じ
るなど学びの意義に気づき、『学び

を通して成長した』『自分もクラス
の学びに参加している』などと実感
し、自己肯定感も向上することを期
待しています。今後の変化が見られ
る『Evit』にも期待しています」（森
統括指導主事）
　そうした授業改善を通して、これ
までＩＣＴに不慣れだった教員の意識
も、大きく変えたいと考えている。
　「ツールのよさに気づけば、先生方
は専門性を生かした指導を主体的に
考えるようになります。モデル校で
は、先生方が日常的に活用するよう
になっています」（森統括指導主事）
　ただ、すぐに目に見える変化が生
じるわけではない。
　「教育委員会では、学務課と指導課
が協働し、区長部局とも連携して、
数年間かけて徐々にハード・ソフト
両面の整備を進め、モデル校での研
究も５年ほど継続して知見を蓄積し
てきました。今後も、一定の時間を
かけて取り組みを進めることを大切
にしていきます」（森統括指導主事）

　教育の成果を数値で明確に示すこ
とは、保護者や地域住民への説明責
任の点でも不可欠だ。
　「ＩＣＴ環境の整備には大規模な予
算が必要で、区民や議会に成果を説
明する必要があります。成果を数値
で分かりやすく示せれば、今後、さ
らなる環境の充実もしやすくなると
期待しています」（森統括指導主事）
　同区では地域性もあり、公立中学
校への進学率をより高めたいと考え
ている。ＩＣＴ活用による教育の成果
の発信は、区立中学校の魅力を伝え
ることにもなる。今後は、広報誌や
ケーブルテレビなどで、そうした授業
を具体的に紹介することも検討中だ。

＊１　タブレット端末や内蔵ソフトの活用状況や、ICTを活用した授業に関する教員・子どもへのアンケートデータの収集・集計が可能な、ベネッセのソフト。　＊２　「ムーブノー
ト」「話し合いトレーニング」「ドリルパーク」の３つのアプリケーションで構成された、ベネッセのタブレット学習プラットフォーム。
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「R─PDCAプロジェクト」概要図１

Research

ＩＣＴ支援員　子どもの思考を深める授業計画づくり、授業実施を支援

Plan Do Check
行動調査 授業計画 授業実施 振り返り

指導改善

実態把握 子どもの振り返り思考の深まり

教員 児童・生徒

学習課題と学習活動の設定 主体力

思考・表現活動の活性化 成長力

ＩＣＴの活用 対話力

児童・生徒の理解と支援 協働力

教材と資料の作成と活用 創造力

環境の整備と活用 活用力

学習評価の工夫 解決力

ＩＣＴ機能

目標設定 先生の振り返り

活用ツール
Evit

活用ツール
Evit

活用ツール
アクティブ・ラーニングガイ
ド

活用ツール
ミライシード

Action

これからの社会で必要な資質・能力の育成にかかわる質問項目から成る行動調査を、教員と児童・生
徒の双方に実施。アクティブ・ラーニングの視点を取り入れた授業によるそれぞれの行動の変容を計測し、
その結果からさらなる授業改善を図る。ＩＣＴを活用する授業は、モデル校での実践研究で明らかにし
た「湯島モデル」（P.13 図２参照）を基に絞り込んでいるため、どの場面が効果的だったのかを明確に
示すことができる。

振り返りでは、左記
に加えて、「学習内
容の理解度」も調査
する。

■アクティブ・ラーニングに関する行動調査と振り返りでの調査項目

主体的

対話的

深い学び
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特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

教育の成果を数値で示して
説明責任を果たす

効果検証による成果の発信
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　文京区立湯島小学校は、２０１４年
度に文京区教育委員会「タブレット
端末を活用したＩＣＴ教育モデル事
業」研究校に指定された。４年生以上
は１人１台のタブレット端末を持つ
環境で、ＩＣＴを活用した授業改善を
続けている。原香織校長はこう語る。
　「本校の保護者は教育熱心で、学校
への期待も大きい地域です。教員に
はプレッシャーもありますが、子ど
もの成長過程を通して、本校に通う
よさを感じていただけるよう努めて
ています。事業指定をきっかけに、先
生方が思い描く『夢の授業』をＩＣＴ
を活用してつくろうと呼びかけ、ア
イデアを出し合って実践を重ねてき
ました」
　各教員はアイデアを次々に形にし
ていった。例えば、発表の場面でタ
ブレット端末にクラス全員の意見を
映し出して考えを共有したり、イ
ンターネットのテレビ電話を使って
ニュージーランドの小学校と交流し
たりした。
　様々な方法を試すうちに、ＩＣＴを
使わない従来の指導の方が効果的な

場合も見えてきた。例えば、道徳の授
業でじっくり考えさせたい時は、紙
芝居のように場面絵を実際に提示す
る方がよいとの声が上がった。
　「教員が仮説を立てて検証し、『こ
れはタブレット端末の活用が効果的
だ』『ここはノートに鉛筆で書かせよ
う』などと、デジタルとアナログの
それぞれのよさを確認し、整理して
いきました」（原校長）
　そうした試行錯誤を経て、確立し
たのが「湯島モデル」だ（図２）。学
習過程「導入・展開・終末」と学習
形態「一斉学習・個別学習・協働学習」
をかけ合わせ、それぞれ具体的な指
導事例を示した。
　「ＩＣＴ活用力の向上も大切ですが、
全教員が授業のあらゆる場面での
ＩＣＴ活用を研究する中、限られた
４５分間でいかに学習効果を高めるか
という授業をデザインする力が高ま
り、授業力が大きく向上したことが、
実践の最大の成果です」（原校長）

　ＩＣＴの積極的な活用は、教員の働
き方改革につながる側面もある。

　「以前は、毎朝の帯学習のために早
く出勤し、大量のワークシートを印
刷していました。今ではタブレット
端末のドリルを使うことで、準備や
採点の手間が大幅に省けます。その
時間で、個別支援の充実や別の業務
の遂行も可能になりました」（原校長）
　同校の教員は教職経験年数を問わ
ず、「ＩＣＴを使うと授業が深まるの
で、今では不可欠な存在」と口をそ
ろえるが、誰もが最初から活用でき
たわけではない。同校では教員の意
識やスキルを高めるために、経験年
数が大きく異なる教員の混成による
「OJTグループ」で、頻繁に研修を実
施している。その際に、授業参観時
はタブレット端末で気になった場面
を撮影したり、付せん機能にメモし
たりするほか、事後研修ではタブレッ
ト端末上で意見交換をするなど、ＩＣ
Ｔを活用している。
　実際に授業を行う際は、ベネッセ
が派遣するＩＣＴ支援員も重要な役割
を果たしているという。
　「機器の操作に関しては、まず支援
員に補助してもらい、自信をつけて
から、独力でやってみるという二段
構えで進めています。加えて、支援
員から『こんな見せ方はどうか』な
どの提案も多く、よりよい授業づく
りにつながっています」（原校長）
　授業改善が進むにつれ、子どもの
学びに対する姿勢が前向きになった。
同校の学力は比較的高い方だが、以
前の学力分布を見ると二極化傾向に
あった。それが全体的に底上げされ、
現在は右寄りの正規分布に近い状態
になった。

ICTの活用場面を徹底検証し、
授業をデザインする力を高める

◎ 1870（明治 3）年開校。2016 年度、東京都
教育委員会「情報モラル推進校」。2018～ 19 年
度、同「プログラミング教育推進校」。漢字や論
語の検定にも力を注ぐ。

校長 原 香織先生
児童数 364人　
学級数　16学級（うち特別支援学級３）
電話 03-3813-6061
URL http://bunkyo-tky.ed.jp/yusima-ps/
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校長

原 香織
はら・かおり

IT 企業に勤務した後、教
職に就く。東京都内の複
数の公立小学校教諭を経
て現職。

文京区立湯島小学校の実践

ICTを活用するほど
従来型授業のよさも分かる

ICT活用に関する研究

個別支援の充実と授業参加意欲
の向上で、学力が底上げされた

ICT活用による変化
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　ＩＣＴを活用した授業は、とりわけ
学力下位層の子どもの学力向上に効
果的であることも分かった。例えば、
タブレット端末のドリルは自動採点
されるため、理解が進んでいる子ど
もは独力でどんどん先に進められる。
そこで、教員はつまずいている子ど
もの指導に集中できる。また、各自
の意見をタブレット端末に映して意
見交換をする場面では、口頭での表
現に消極的な子どもも授業に参加し
て考えを深められることも、学力の
底上げの要因だと捉えている。

　２０１８年度、同校は区の指定を受
け、ベネッセと連携した「Ｒ─ＰＤＣＡ

プロジェクト」に着手した。同プロ
ジェクトでは、協働学習ソフト「ミ
ライシード」を活用した授業づくり
に取り組み、「Evit」などで効果検証
を進める。
　授業づくりの観点からは、これま
での実践を土台にし、さらに子ども
の意欲を引き出し、資質・能力を伸
ばす授業を目指している。
　「Evit」の第１回調査では、全般的
に良好な結果が表れたが、原校長は
「自分の意見を言うときは、なぜそう
思うのか、理由も説明している」の
項目に肯定的な子どもが８２％だった
ことに着目した（図３）。
　「よい結果ではありますが、逆に
１８％が『あまりあてはまらない』と
回答した要因を考えました。学習意
識が高く自分に厳しい子どもがいる
とも考えられますが、全員ができる

ようになるための指導法を考える必
要性を感じました」（原校長）
　今回の調査結果を基に、今後は学
習の様々な場面でＩＣＴを活用した授
業改善を進め、３学期に再び「Evit」
で効果検証を行う。その過程で、教
員一人ひとりがカリキュラム・マネ
ジメントの力をつけていくことも目
指す。
　「例えば、地域からゲストティー
チャーを招いた特別授業を行って、
子どもたちの意欲を引き出し、知識
を広げてから子ども同士で話し合わ
せるなど、育てたい資質・能力に応
じて教育活動を組み立てる力がます
ます重要になります。ＩＣＴを有効に
活用することで、授業でできること
の可能性を広げていってほしいと思
います」（原校長）
　併せて、プログラミング教育や情
報活用能力の育成も重視している。
　「『Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０』といわれる新た
な社会に子どもたちを送り出すので
すから、教育も進化し続けなくては
なりません。行政と学校と地域が一
体となり、子どもに必要な教育を焦
点化して考え、『授業が変われば子ど
もも変わる』ことを実践で示してい
きたいと思います」（原校長）
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「湯島モデル」　学習過程×学習形態別のＩＣＴの効果的な活用例（抜粋）図２

学習過程を「導入」「展開」「終末」に分けて、それぞれの場面でのＩＣＴの活用例を示した。＊湯島小学校提供資料を基に編集部で作成。「湯島モデル」の全体は、ベネッセ教育
総合研究所のウェブサイト（https://berd.benesse.jp/）からダウンロードできます。「HOME →教育情報→教育委員会向け」をご覧ください。

＊湯島小学校の児童を対象に行った､「Evit」による2018年第１回調査結果を基に編集部で作成。

子どもの意識調査結果図３

学習
過程

アクティブ・ラーニング
を踏まえた

問題解決学習の流れ
教員の意図

学習形態別の ICTの効果的な活用例

一斉学習（クラスのみんなで） 個別学習（１人で） 協働学習（力を合わせて）

導
入

①問題・課題把握
②予想・見通し

•学習の本時のねらいをつ
かませたい。
•興味・関心を高めさせた
い。
•学習の内容、計画、過程、
方法等の見通しをもたせ
たい。

•前時を想起させ、学習へ
の意欲をもたせたい。

•フラッシュ教材で既習事項の確認
をする。
•写真や動画等で、前時を振り返ら
せる。
•実物や教材の拡大投影で、関心・
意欲をもたせる。
•デジタル教科書や写真、絵、グラ
フ等で本時の課題を提示する。
•プレゼンテーションソフトや動画
コンテンツ等で学習の内容・計画・
過程・方法の見通しをもたせる。
•写真や動画で道具の使い方を説
明する。

•インターネットで課題に関する画
像を検索させ、興味をもたせる。
•ドリル教材（タブレットドリル、学
習探検ナビ）で既習事項を確認
する。
•タブレットで習熟度に応じた問題
を提示する。
•特別支援学級で、個に応じた課
題や学習の流れを提示する。

•写真や動画、今まで記入したワー
クシート等を実物投影機で提示
し、前時までを振り返り、本時の
課題を作らせる。
•プレゼンテーションソフトでクイズ
を出し、学習への意欲を高め、課
題をもたせる。
•協働学習支援ソフトで予想を交流
させる。
•特別支援学級で、児童の写真を
提示し、興味をもたせる。

展
開

③自力解決・
　実験観察等
④発表・検討・
　練り上げ

•既習事項を使って解決さ
せたい。
•多様な方法で考えさせた
い。
自分 考えを 相手意識

•デジタル教科書の問題場面を提
示する。
•教科書や資料の文章・画像を拡
大して示す。
ク トを 斉 配布 学

•インターネットを活用して情報を
収集させ、必要な情報を選ばせ
たり、再構築させたりする。
•自分の姿を撮影した写真や動画
と 手本とを比較 課題を把握

•協働学習支援ソフトのデジタル模
造紙や付箋紙等の機能を活用し
て、意見交流をしたり、グループ
で協働して新聞やポスターを作成
たりする

10

18

12

70

44

42

20

38

46

学習の計画をグループや自分で
決めて、進んで調べたり、作ったり、

発表したりしている

とてもあてはまる
まああてはまる まったくあてはまらない

あまりあてはまらない

自分の意見を言うときは、なぜそう
思うのか、理由も説明している

筋道を立てて、ものごとを
考えるようにしている

0

0

0
（％）

特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

データによる効果検証で
実態や課題を正確に把握

進化し続ける ICT活用

8282％82％
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「研修員制度」を考案し、
意欲的な教員から全校へと広げる

　兵庫県淡路市では過疎化や少子高
齢化が急速に進行しており、２００５
年の市の発足時に２４校あった小学校
は、現在１２校に再編された。そうし
た中、地域活性化を目指して「教育・
観光・企業誘致」を３本柱とする施
策を打ち出している。山田一夫教育
長は次のように話す。
　「教育は社会の基本であり、子ども
がしっかり学べる環境が整わない地
域には、人が集まりません。時代の
変化を捉え、他地域に先がけて教育
環境を整備して、教育の質の向上に
取り組んできました」
　その一環として注力するのがＩＣＴ
教育だ。２０１２年度に「淡路市フロ

ンティアプロジェクト」を立ち上げ、
４校の小・中学校を中心に、ＩＣＴを
効果的に用いた授業研究に取り組ん
だ。さらに、２０１４年度には、５か
年計画の「タブレット活用教育推進
事業」を開始。小学４年生～中学校
３年生と教員を対象に１人１台のタ
ブレット端末の配備を進めた。
　「タブレット端末は、使いたい時に
すぐ活用できることが大切だと考え
ました。先生方は忙しく、保管庫まで
移動する時間も惜しいものです。ま
た、常に手元にあるからこそタブレッ
ト端末がなじみ、次はどう使おうか
と自然に考えるようになります。そ
の点は、先生方も子どもも同様です。
ＩＣＴが身近な存在だからこそ、新し
い発想や工夫が生まれたり、習熟度
が高まったりすると考え、最終的に
教員・子どもともに１人１台を配備

することに決めました」（山田教育長）

　同事業の特徴は、ＩＣＴを「学校」
に配備するのではなく、「教員」に貸与
する「研修員制度」にある。積極的に
活用したいという教員を募集し、①
児童・生徒用タブレット端末、②プ
ロジェクター、③無線LANルーター、
④大型提示装置、⑤タブレット端末
保管庫の機器一式を、教員個人が自
由に使えるようにした。同事業の推
進を担当した教育部の西岡正雄部長
は、そのねらいを次のように話す。
　「研究指定校に機器を一斉に配備し
ても、多くは活用されずに終わって
しまう可能性があります。そうでは
なく、ＩＣＴの活用意向が強い先生に
使ってもらい、そのよさを徐々に広
めていく方法としました」
　研究指定校方式の場合、中心とな
る教員の異動によって研究が進まな
くなる可能性もある。そこで、同制

◎淡路島の北部から中部を占め、本州と四国を結ぶ神
戸淡路鳴門自動車道が市の南北を貫通する。農業や畜
産業、漁業のほか、伝統的な地場産業として線香や瓦
の製造が盛ん。淡路島は『古事記』『日本書紀』の「国
生み神話」の舞台であり、市内には日本最古の神社と
も言われる伊

い ざ な ぎ

弉諾神宮などがある。

兵庫県淡路市
プロフィール

人口　約 4万4200人　面積　184.32㎢
市立学校数　小学校12 校、中学校５校
児童生徒数　約 3,039人　
電話　0799-64-2519（教育委員会学校教育課）
URL https://www.city.awaji.lg.jp/soshiki/gakkou
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「主体的で自由な学び」の実現を目指し、
教員同士でのＩＣＴ活用力向上を支援

兵庫県淡路市
兵庫県淡路市では、地域活性化に向けた重要施策の１つに教育を掲げ、ICT教育の充実に力を入れている。

小学 4年生～中学 3年生において１人１台分のタブレット端末を配備。
ICTを活用したい教員を募集し、優先的に貸与する「研修員制度」を考案し、浸透を図ってきた。
その結果、各教科で授業改善が進み、子どもたちの ICTを活用した学習への意欲も高まっている。

事例 2

淡路市教育委員会の施策

ICTを積極活用した教育を
地域活性化の特色の１つに

改革の背景

ＩＣＴの配備先は
「学校」ではなく「教員個人」

取り組みの特色
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度では、教員が機器を持って異動し、
実践を続けられるようにした。また、
財政的な事情で外部の支援員を十分
に配置することが難しかったため、
自ら学んで指導力を高める意欲のあ
る教員を中心に実践を進めたいとい
う意図もあった。
　「研修員自身が、指導の中で生じた
課題や要望を基にテーマを設定しま
した。教育委員会には実施日時や企
画内容などを報告してもらい、必要
に応じて講師派遣や資金面の支援を
行いました」（西岡部長）
　初年度は５人だった研修員の数は
年々増加し、２０１７年度には１６３人
になった（図１）。制度開始当初は
全研修員で一斉に研修をしていたが、
人数の増加に伴い、２０１５年度には
「先導的な実践」「授業実践」「特別支
援」「地区別」の４つの部会を設置。
それぞれを少人数のグループ制にし
て、研修員一人ひとりの主体性を生
かしやすい体制とした。さらに、地
区ごとに行う研修では、学校や教科
が異なる教員構成とし、多様な視点
から議論が深まるようにした。こう
した研修形式の効果について、自身
も研修員を経験した吉岡幸広特命参
事兼指導主事は次のように語る。

　「参加者が多い研修では、話を聞く
だけになりやすく、よい取り組みで
も自分の実践に結びつけるまでは深
く理解できないこともあります。少
人数制として、参加者全員がじっく
り意見交換できる場をつくりました」
　「タブレット活用教育推進事業」は
計画通りに進行し、２０１７年度には
全市立小学校、２０１８年度には全市
立中学校で、合計２,８９８台の配備を
完了した（図１）。２０１８年度は、全
教員がＩＣＴを活用することを視野
に、校内研修に力を入れている。学
校教育課の上宮一之課長は次のよう
に説明する。
　「『研修員制度』によって、ＩＣＴを
活用する授業が各校に広まり、研修
員以外の先生方の意識も高まりまし
た。今後も、社会状況の変化に対応
する重要性などを交え、いかに教育
に変革が求められているかを、校内
研修などで伝え続けていきます」

　約５年間の実践を通して、ＩＣＴをい
かに効果的に活用できるかは、ＩＣＴ

の知識や操作スキルよりも、それまで
の指導経験や課題意識が大きく関係
することが分かった。
　「ベテラン教員を中心に、長年の指
導経験を通して、『本当はこんな指導
を実現したい』といったアイデアが
あっても、現状のツールでは限界を
感じていた先生が多数いました。そ
うした先生ほど、ＩＣＴで実現できる
ことが増えるため、効果的に活用し

15教育委員会版　2 0 18  V o l . 3

教育長　山田一夫 やまだ・かずお
淡路市役所に入職後､ 企画部企画総務課長、財
務部次長、教育部長等を経て、2018 年度から現
職。

教育部部長

西岡正雄
にしおか・まさお

公立中学校教諭、淡路
市教育委員会指導主事、
公立中学校教頭を経て、
2017年度から現職。

学校教育課課長

上宮一之
うえみや・かずゆき

公立中学校教諭、公立小
学校教頭を経て､ 2018
年度から現職。専門教科
は技術科。

学校教育課特命参事
兼指導主事

吉岡幸広
よしおか・ゆきひろ

公立小学校教諭を経て、
2016 年度から現職。初
年度の研修員として教育
の情報化に尽力。

研修員制度は、人数が大きく増加した2015年度から部会制とした。地区別部会は、タブレット端末初心
者向けの内容を学ぶ部会で、地区別に実施する。なお、タブレット端末が対象の児童・生徒に整備され
たため、研修員制度は2017年度で終了した。　　　　　　＊淡路市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

「タブレット活用教育推進事業」研修員数とタブレット端末導入台数の推移図１
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「タブレット活用教育推進事業」
スタート

研修員 タブレット端末
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「淡路市フロンティア
プロジェクト」スタート

（最終年度）
163

（最終年度）
163研修員制度の組織を

４つの部会に分けて推進

特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

指導スタイルが
「指導」から「支援」へ

ICTを活用した授業実践
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ています」（吉岡特命参事）
　例えば、ある教員が音楽の時間に
複数の楽器の演奏法を教える際、楽
器の種類ごとに教えることしかでき
ず、多くの子どもを待たせてしまう
ことに課題を感じていた。ところが、
ＩＣＴを使ってそれぞれの楽器を演奏
する見本動画を撮影しておき、授業
中はそれを子どもたちのタブレット
端末で見せることで、どの子どもも
授業中めいっぱい練習できるように
なったという。
　「タブレット端末を活用すること
で、以前よりも子どもの様子に気を
配れるようになり、『指導』より『支
援』に重点を置けるようになったと
いう声が多く聞かれています」（吉岡
特命参事）
　今後は、ＩＣＴ活用と教科学力との
関係についても検証していく考えだ。
　「子どもたちが前を向き、全員参加
で進行する授業が多く見られるよう
になったのは大きな成果です。そう
した授業を積み重ねていくことで、
教育効果はますます高まっていくと
思います」（山田教育長）

　ＩＣＴの活用効果は、教員の意識や
授業スタイルの変化だけではない。
　同市では、意識調査などによって、
ＩＣＴ活用による教育活動の効果検証
も行っている。文部科学省「全国学力・
学習状況調査」の結果では、思考力・
判断力・表現力や学びに向かう力の
育成に、一定の成果が見られた（図
２上）。また、同市が小学６年生を対
象に行った意識調査では、ＩＣＴを活
用した学びに対する前向きな姿勢が
うかがえた（図２下）。
　「タブレット端末を使えば、どんな
授業でも思考が促されたり、主体的
になったりするわけではありません。
しかし、効果的に活用すれば、子ど
もが主体的に考え、それを伝えたく
なる授業をこれまで以上につくりや
すくなることが分かりました。多く
の子どもは、新しいテクノロジーを
活用して自分を高めたいという強い
意欲を持っています。これからの社

会変化を踏まえると、教員には、そ
の意欲に応える授業デザイン力を一
層高める必要があると感じています」
（吉岡特命参事）

　同市では、ＩＣＴ活用により、さら
に自由な学びを生み出すことを目指
している。
　「教員が１００人いれば１００通りの
教え方、子どもが１００人いれば１００
通りの学び方があります。本来、教
育はもっと自由なものであり、個人
の尊重こそ、教育の基本姿勢である
と考えています。ＩＣＴは従来の教育
の枠組みから飛び出し、より自由で、
個に対応した教育を実現するための
有力な道具の１つであると捉えてい
ます」（西岡部長）
　子どもが知りたいと思ったり、問
題を解決したいと感じたりした時、
タブレット端末を道具として使いこ
なし、自ら学びを進めていく。同市は、
そうした子ども主体の自由な学びを
実現したいと考えている。
　そのために、教員の授業観・指導
観もゼロから考え直す時期に来てい
るという。例えば、中学校で音楽科
と美術科の教員が連携し、タブレッ
ト端末でデザインを作成して、音楽
を流す作品づくりを行った授業では、
生徒から「デザインに使う写真を撮
影したいので、校舎の外に出てもよ
いか」と聞かれたという。
　「ＩＣＴを活用すると、教員の想定
を超えた学びが出てきます。子ども
の安全や必要な規律には配慮しつつ、
従来の枠にとらわれずに、自由な発
想を生かして学べるよう、できるだ
け子どもたちの主体性を生かして、
学びを広げ、深めていくことが大切
だと考えています」（西岡部長）
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ICT活用に関する子どもの意識図２

0

■文部科学省「平成30年度　全国学力・学習状況調査」の結果（対象：中学３年生）

■淡路市教育委員会「平成30年度　意識調査」の結果（対象：小学６年生）

Q. 生徒の間で話し合う活動を通じて、
 自分の考えを深めたり、
 広げたりすることができていると思いますか。

Q. １・２年生のときに受けた授業で、自分の考えを
 発表する機会では、自分の考えがうまく伝わる
 よう、資料や文章、話の組み立てなどを工夫し
 て発表していたと思いますか。
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＊淡路市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

タブレットを使うと
考えやすくなると思う

タブレットを使うと自分の考えを
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勉強したい
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学びを生み出す

目指す教育活動のあり方

対話的な学びが広がり、
ICTの効果を子どもが実感

施策の効果検証
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　淡路市立一宮中学校は、２０１５年
度、文部科学省と兵庫県教育委員会
からＩＣＴ教育の研修と実践に関する
研究指定を受けた。生徒と教員には
１人１台のタブレット端末が貸与さ
れ、各教科でＩＣＴを活用した授業の
実践を重ねてきた。
　同校でＩＣＴ活用研究リーダーを務
める英語科の田渕一

いっこう

行先生は、これ
からの時代に求められる力として、
「５Ｃ（communication、creativity、
collaboration、curation（情報収集）、
critical thinking）」を掲げ、タブレッ
ト端末を活用しながら、それらの資
質・能力を育成する授業を行ってい
る。ＩＣＴはそうした学びを実現する
ために不可欠なツールである、とい
う考えだ。
　ある日の３年生の英語の授業を例
に見てみよう。冒頭にペアワークで
行ったスモールトークでは、相手が
話し手及び聞き手としてどうだった
かを、タブレット端末上で評価。田
渕先生は、クラス全員の評価結果を
自分のタブレット端末で確認。また、
演習問題を解く際は、田渕先生があ

らかじめ作成した正誤式問題を解い
たり、新出単語のタイピングゲーム
に取り組んだりした（写真１）。田渕
先生は、生徒の解答状況や正答率を
タブレット端末でリアルタイムに確
認し、気になる生徒を支援した。

　田渕先生の指導の最大の特徴は、
生徒が学習の内容や手段を自由に選
び、自分のペースで学び進められる
環境を用意している点にある。活動
と活動の間は生徒がどんな学習をし
てもよい時間としており、生徒は既
習事項を復習したり、パソコンで調
べ学習をしたりできる（写真２）。授

業時間外でも、文法事項を解説した
先生自作の動画や板書の画像をＱＲ
コードからダウンロードできるよう
にして、生徒が家庭学習で活用でき
るようにしている。
　学習ツールの選択も自由だ。例え
ば、教科書本文を音読しながらタブ
レット端末に打ち込む活動では、自
分の判断でノートに手書きをする生
徒もいた。
　さらに、授業を行う英語教室には、
１人で学習できる机と椅子を用意し
ており、グループから離れて学習し
たい時に自由に利用できるなど、学
習空間も工夫している。
　「語学の習得スピードは、個人差が
あります。学年段階によって与える
選択肢の幅は異なりますが、それぞ
れの生徒が、自分のペースで主体的
に学べる授業づくりを目指していま
す。一方で、疑問に思ったことを言
葉にしたり、協働で問題を解決した
りするといった教室でしかできない
学びも大切です。その両方をシーム
レスにつなぐツールとしてＩＣＴを活
用し、学びの自由度を高めていきた
いと思います」（田渕先生）

生徒が必要な学習やツールを選び、
主体的に学び進める授業を実現

◎ 1984（昭和 59）年開校。2015 年度、文部科学
省「ICT 活用教育における教員の検証プログラム
実証校」、及び兵庫県教育委員会「ICT 利活用推
進教育指定校」に指定。市の ICT 教育を牽引する。

校長 西岡幸雄先生
生徒数 191 人　
学級数　８学級（うち特別支援学級２）
電話 0799-85-0067
URL http://awaji .aw-ansin.net/ansin/

user/3001/blog/showDetail.do

17教育委員会版　2 0 18  V o l . 3

教諭

田渕一行
たぶち・いっこう

ＩＣＴ活用研究リーダー。
英語科。

写真１　授業は、グループやペアによる協働学
習を主体に展開する。生徒同士で対話をしたり、
１人でじっくり考えたりと、生徒は授業中ずっと
頭を働かせて、学び続ける。

写真２　活動を終えたグループが、教卓の脇に
置かれたパソコンを使って自主学習に取り組む。
生徒それぞれが、自分の判断で必要な学びを進
める。

特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

淡路市立一宮中学校の実践

個別／協働、それぞれの
学習場面でタブレットを活用

授業づくりのポイント

自分のペースで学習を
進められるよう環境を整える

学習方法の工夫
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　「全国市区町村公立学校情報化ラン
キング２０１７」（日経ＢＰ社調査）に
おいて、小学校は関東１位、中学校
は関東２位になった埼玉県戸田市。
同市では、ＩＣＴ環境の整備や授業で
のＩＣＴ活用を積極的に進めてきた。
２０１６年度には、すべての市立小・
中学校にタブレット端末を導入し、
全教室への高速無線ＬＡＮを整備。子
ども一人ひとりに応じた指導、協働
学習、アウトカム型の学習を実施し
やすい環境を整えた。
　プログラミング教育についても、
新学習指導要領における必修化（小
学校は２０２０年度、中学校は２０２１
年度）を控えて、市独自に小中一貫
カリキュラムを作成。２０１８年度、
全市立小・中学校で授業を始めた。
小学１～３年生ではアンプラグド＊１、
小学４年生からは「スクラッチ」＊２

を用いて行う。授業は、生活科及び
「総合的な学習の時間」で実施するこ

ととし、小・中学校それぞれの必修
化に向けて実施学年と授業時数を段
階的に増やす計画だ（図１）。
　戸田市教育委員会教育政策室の川

かわ

和
わ

田
だ

亨
とおる

指導担当課長は、同市のプロ
グラミング教育の特徴とねらいを次
のように語る。
　「初年度は、小学４～６年生と中
学３年生で実施し、授業時数も年間
３時間程度ですが、すべての市立
小・中学校で始めたことが、大きな
ポイントです。全教員がプログラミ
ング教育に携わる経験をすることで、
２０２０年度からの全面実施にスムー
ズに移行したいと考えました」
　新学習指導要領では、教科学習の
中でプログラミング教育を実施する
ことになっている。ただ、同市では、
各教科でゼロからプログラミング教
育を導入・実施するのはとても難し
く、プログラミングの基本的な考え
方やスキルの学習を別立てで行う必
要があると考えた。そこで、ミニマ
ムスタンダードを整備し、全市共通
のカリキュラムで基本的なプログラ
ミングスキルを習得した上で、各校

が子どもたちの状況に応じて、各教
科の中でプログラミング教育を展開
することとしている。
　同市がプログラミング教育に力を
入れるのは、論理的思考力や創造的
思考力の育成と、子ども同士の学び
合いを促すために、プログラミング
が有効な手段だと捉えているからだ。
　「プログラミングの授業では、普段
は仲間とあまりかかわろうとしない
ような子どもでも、自ら周りに声を
かけて輪に入って活動している姿を
何度も目にしてきました。これから
の社会では、他者と協働して課題解
決や新しい価値の創造に取り組むこ
とが非常に重要になってきます。そ
れが自然とできるプログラミング教
育を取り入れることで、協働性を身
につけてほしいと考えています」（川

＊１　コンピュータを使わずにプログラミングの思考法や原理を学ぶ教育、あるいはその方法。　＊２　マサチューセッツ工科大学（MIT）メディアラボが開発したプログラミ
ング言語学習環境。用途を問わず無料で利用でき、世界１５０か国以上で使用されている。

◎埼玉県南部に位置し、荒川を挟んで東京都と隣接す
る。水と緑に恵まれ、近年は首都圏でも人気の高い都
市となっており、人口増加率は県内１位、住民の平均
年齢も県内で最も若い40.5歳。「教育日本一」を掲げ、
プログラミング教育や英語教育、経済教育などの新た
な学びの推進に意欲的に取り組んでいる。

埼玉県戸田市
プロフィール

人口　約13万 9000人　面積　18.17㎢
市立学校数　小学校12 校、中学校６校
児童生徒数　約1万1300人　
電話　048-441-1800（代表）
URL　　　　　　　　　　　　　　　

　　（教育委員会）　
http://www.toda-c.ed.jp/
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教育政策室
指導担当課長
兼主席指導主事

川和田　亨
かわわだ・とおる

小学校教諭、教頭等を経
て現職。専門は算数・数
学教育。

外部機関と連携し、全市立小・中学校で
プログラミング教育を実施

埼玉県戸田市
埼玉県戸田市では、子どもの論理的思考力や創造的思考力、協働的思考力を育む上で

プログラミング教育が有効であると捉え、2020年度からの必修化を前に先行実施している。
学校では新たな挑戦となるこの取り組みを、どのように準備し、全市規模での導入を実現させたのか。

取り組みの概要と現在に至るまでの経緯、そして今後の展望を聞いた。

事例 3

2020年度の必修化を前に
全市立小・中学校で実施

取り組みの概要とねらい
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和田課長）

　学校がプログラミング教育を行う
上で大きな壁となるのは、ほとんど
の教員がプログラミング教育に携
わった経験がなく、全く新しい取り
組みとなる点だ。そこで、同市では、
プログラミング教育に関する知見を
有する外部機関との連携を図ること
にした。
　例えば、カリキュラム作成や、「戸
田市版プログラミング教育で育てた
い力」（Ｐ．20図２）の設定時には、
ベネッセのプログラミング教育情報
サイト＊３で公開している「プログラ
ミングで育成する資質・能力の評価

規準」等を参考にした。さらに、授
業で用いるテキストの作成や教材開
発、それらを用いた指導案の作成に
ついても、企業や研究機関と協力し
て取り組んだ。そのねらいを、川和
田課長は次のように語る。
　「企業や研究機関はプログラミング
教育に関する知見やノウハウは持っ
ていますが、その有効性を検証する
場を持っていません。一方、我々は、
学校現場を有しています。双方の強
みを生かした連携は、どちらにもメ
リットがあり、Win─Winの関係を築
くことができます」
　そうした考えから、戸田市教育委
員会では、教育長を始め、職員が普
段から積極的に外部の様々な機関や
人物とかかわる機会を大切にしてい
る。市の取り組みを積極的に発信す
ることで、それに関心を持った企業

や研究機関が現れ、つながりが広がっ
ていくという。
　ただ、外部機関から提供される知
見やノウハウは、教育施策や教育活
動でそのまま利用できるとは限らな
い。そこには、学校現場との意思疎
通が不可欠となる。
　例えば、カリキュラムや「戸田市
版プログラミング教育で育てたい力」
の作成では、ベネッセが公開した案
をまず教育委員会で検証し、市の実
情に合った内容へと変えた。そして、
それを、全市立小・中学校各１人の
教員から成る「戸田市プログラミン
グ・ＩＣＴ教育研究推進委員会」に
提案。委員会でも検討と改訂を行い、
市としてのカリキュラムと「戸田市
版プログラミング教育で育てたい力」
の最終案を作成して、学校現場に提
示した。
　「外部機関の案をそのまま学校に示
すと、現場に合わないことがありま
す。特に、企業が作成した教材や、
その教材を用いた指導案は、私立校
などでの最先端の取り組みを基に作
成されているケースが多く、多様な
学力層の子どもがいる公立学校には、
そぐわないものが少なくありません。
外部機関の案のよいところは残しつ
つ、本市の小・中学校で実施可能な
ものへと、調整する必要があります」
（川和田課長）

　プログラミング教育を学校現場に
浸透させるためには、教員がその意
義や有用性を認識することが不可欠
となる。その点でも、同市では外部
の協力を得ることにした。
　まず、プログラミング教育の経験
が豊富な専門家を招いた実証授業を
実施。授業を見学した教員は、子ど

＊３　URL：https://beneprog.com
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2018～2021年度　プログラミング教育の段階的な拡充計画図１

小学校
2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021年度

移行期１年目 移行期２年目 全面実施１年目 全面実施２年目

１年生 生活科
年間３時間程度　アンプラグド＊１

日常生活等　3時間

２年生 生活科
年間３時間程度　アンプラグド　
友だちロボット教材　3時間

３年生 総合
年間３時間程度　アンプラグド
ロボット型知育教材　3時間

４年生 総合
年間３時間程度
スクラッチ＊２入門

年間６時間程度
スクラッチ入門

年間10 時間程度
スクラッチ入門＋α

→

５年生 総合
年間３時間程度
スクラッチ入門

年間６時間程度
スクラッチ初級

年間10 時間程度
スクラッチ初級＋α

→

６年生 総合
年間３時間程度
スクラッチ入門

年間６時間程度
スクラッチ中級

年間10 時間程度
スクラッチ中級＋α

→

中学校
2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021年度

移行期１年目 移行期２年目 全面実施１年目

１年生 総合 教員研修
年間３時間程度
スクラッチ中級

年間
６時間程度

年間
10 時間程度

２年生 総合 教員研修
年間３時間程度
スクラッチ入門

年間
６時間程度

年間
10 時間程度

３年生 総合
年間３時間程度
スクラッチ入門

年間３時間程度
スクラッチ入門

年間
６時間程度

年間
10 時間程度

注）図中の「総合」は、「総合的な学習の時間」。
＊戸田市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

外部の知見を参考に、
実態に即して改善

導入に向けた準備①

プログラミング教育のよさを
体験によって浸透させる

導入に向けた準備②
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もが目を輝かせて活動する姿を目の
当たりにした。さらに、企業やＮＰＯ
法人と連携し、教員向け研修会を実
施。初めは、「自分にできるのだろう
か」と多くの教員が不安を抱いてい
たが、研修で見本教材を使ううちに、
「これならできそうだ」という声が広
がっていったという。
　それらの取り組みを通じてプログ
ラミング教育に関心を持った教員が
集まり、戸田市立教育センターの研

究員が「プログラミング教育部会」
を発足させた。同部会には、約１４０
人もの教員が参加し、「プログラミン
グ教材を活用した授業デザイン」や
「『主体的・対話的で深い学び』に結
びつくプログラミング教育のあり方」
等の研究を自主的に始めている。ま
た、各教員が現場で実践して得た成
果や課題をこの部会で共有し、市全
体としてのプログラミング教育の底
上げを図っている。

　同市では、以上のように準備を入
念に行った上で、２０１８年度、全市
立小・中学校でプログラミング教育
を始めた。
　同市のプログラミング教育には２
つの特徴がある。１つめの特徴は、
学校ごとに使用する教材が異なる点
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「戸田市版プログラミング教育で育てたい力」図２

小
学
校

観点 資質・能力
（文部科学省）

目標 各段階における目標

知識・技能

身近な生活でコン
ピュータが活用さ
れていることや、
問題の解決には
必要な手順があ
ることに気づくこ
と。

•プログラムの働きやよさ、
情報社会が情報技術に
よって支えられているこ
とに気づく。
•コンピュータの操作や、
簡単なプログラミングが
できる。

小学校
低学年

•問題を解決するためには、必要な手順があることに気づく。

小学校
中学年

•身近な生活でコンピュータが活用されていることに気づく。
•文字の入力など、基本的な操作ができ、コンピュータを動かすには、必要
な手順があることに気づく。

小学校
高学年

•プログラミング体験を通して、プログラムの働きやよさ、情報社会が情報
技術によって支えられていることに気づく。

•簡単なプログラミングができる。

思考力・
判断力・
表現力等

発達の段階に即し
て、「プログラミン
グ的思考」を育成
すること。

•自分が意図する一連の活
動を実現するために、ど
のような動きの組み合わ
せが必要か、どのように
改善していけばより意図
した活動に近づくのかと
いうことを論理的に考え
ていくことができる。

小学校
低学年

•意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組み合わせが必
要か考えることができる。

小学校
中学年

•プログラミングにおいて、意図する一連の活動を実現するために、どのよ
うな動きの組み合わせが必要か考えることができる。

小学校
高学年

•プログラミングにおいて、意図する一連の活動を実現するために、どのよ
うな動きの組み合わせが必要か、どのように改善していけばより意図した
活動に近づくのか気づくことができる。

学びに
向かう力・
人間性

発達の段階に即し
て、コンピュータ
の働きを、よりよ
い人生や社会づく
りに生かそうとす
る態度を涵養する
こと。

•課題解決に向け、やり抜
く力を養う。
•他者と協働し、新たな価
値の創造に挑んでいくこ
とができる。
•コンピュータの働きをよ
りよい人生や社会づくり
に生かそうとする態度を
養う。

小学校
低学年

•課題解決に向け、やり抜こうとする。
•他者と協力して、取り組むことができる。

小学校
中学年

•課題解決に向け、粘り強くやり抜こうとする。
•自分や他者の考えを持ち寄り、協働しながら取り組むことができる。

小学校
高学年

•課題解決に向け、試行錯誤しながら、最後までやり抜こうとする。
•自分や他者の考えを持ち寄り、協働しながら、新たな価値の創造に挑んで
いくことができる。

•コンピュータの働きをよりよい人生や社会づくりに生かそうとする態度を
養う。

中
学
校

観点 資質・能力（文部科学省） 目標

知識・技能

•生活や社会で利用されている情報の技術についての基礎
的な理解とそれらに係る技能を身につけること。
•情報の技術と生活や社会、環境とのかかわりについて理
解すること。

•安全・適切なプログラムの制作、動作の確認等ができる。
•生活や社会、環境とのかかわりを踏まえて、技術の概念を理解することが
できる。

思考力・
判断力・
表現力等

•生活や社会の中から情報の技術にかかわる問題を見いだ
して課題を設定し解決する力を養うこと。

•生活や社会の中からプログラムにかかわる問題を見いだして、プログラミ
ング的思考等を発揮しながら解決策を構想し、試行錯誤を通じて解決策を
具体化することができる。

学びに
向かう力・
人間性

•よりよい生活や持続可能な社会の構築に向けて、適切か
つ誠実に情報の技術を工夫し創造しようとする実践的な
態度を養うこと。

•課題解決に向け試行錯誤し、さらに難解な課題にぶつかっても、最後まで
やり抜こうとする。

•自分や他者の考えを持ち寄り、協働しながら、新たな価値を創造し、課題
を解決しようとする。

•よりよい生活や持続可能な社会の構築に向けて、情報を選択、管理し、情
報の技術を工夫し創造していこうとする態度を養う。

＊戸田市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

各校が異なる教材を活用し、
得られた成果を共有

現在の状況①
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だ。現在、プログラミング教育の分
野では、新しい教材が次々と開発さ
れている。教育委員会や学校現場か
ら見れば、教材の数が多すぎる一方
で、活用実績が少ないため、どれを
選べばよいのか判断が難しい。そこ
で、あえて教材を１つに絞り込まず
に、自校の状況に合った教材を各校
に選択してもらい、その教材の効果
的な活用法を研究するようにした。
その際、教員だけで取り組みを進め
るのは難しいため、ベネッセのレッ
スンアドバイザーが指導案の作成や
実際の授業場面で支援している。
　そして、各校の取り組みの内容や
成果を、校長会や「戸田市プログラ
ミング・ＩＣＴ教育研究推進委員会」
で報告して共有し、自校に合うと思っ
た実践を取り入れてもらい、指導改
善を図っていく。プログラミング教
育は教材も指導法もまだ黎明期にあ
るため、そうした手法を選択した。
　各校を指導する指導主事の役割も、
従来とは変わると、川和田課長は指
摘する。
　「プログラミング教育では、指導主
事には各校の状況を十分に把握した
上で、その学校と教材を結びつける
コーディネーターとしての役割が強
く求められると感じています。その
ためには、プログラミング教育の教
材開発や研究、実践に関する最先端
の情報を常につかんでおく必要があ
ります」

 

　もう１つの特徴は、現在、多くの
自治体がモデル校でプログラミング
教育を試行する中、同市では導入１
年目から全市立小学校で実施してい
る点だ。そこには、学習指導要領に
示された事項で、取り組んでいる学
校と取り組んでいない学校、指導で
きる教員とできない教員が存在する
といった差が生じることは避けなけ
ればならないという強い思いがある。
　その一方で、学校によって子ども
の状況は大きく異なるため、全市共
通カリキュラムはミニマムスタン
ダードとした。そうすれば、各校の
状況に合わせて、教員が主体性を発
揮しながら授業開発を行っていく余
地も生まれる。
　そのように、すべての市立小・中
学校でプログラミング教育に取り組
みながらも、各校の独自性も認める
というスタイルを戸田市では採って
いる。

　今後の課題は、プログラミング教
育についての子どもの学習到達度や、
教育効果を測る仕組みを構築するこ
とだ。
　「そもそもプログラミング教育を通
じて、子どもにどのような学力を身
につけさせたいか、身につけさせる
ことが可能かについて、改めて『プ
ログラミング・ＩＣＴ教育研究推進
委員会』の場などで議論し、共通理
解を得る必要があります。その上で、
学習到達度を評価するルーブリック
の作成に取り組みたいと考えていま
す」（川和田課長）

　その際に、プログラミング教育が
生活科や「総合的な学習の時間」だ
けで閉じたままの状態では、これか
らの社会で必要とされる資質・能力
の育成は限定的なものとなってしま
う。そこで、教科学習でもプログラ
ミングに関する学習活動を実施し、
そこにプロジェクト型学習などを絡
ませることによって、批判的思考力
や問題解決力などを育成していく考
えだ。
　その際には、各教科の単元の学習
活動を見直して整理する必要性が生
じるが、学校現場が混乱に陥らない
よう、教育委員会がリーダーシップ
を取っていく必要があると、川和田
課長は強調する。
　「今、教育は大きな転換期にありま
す。守りに入っていたら、どんどん
社会の流れに取り残されてしまいま
す。教育長を筆頭に、教育委員会が
一丸となって『攻めの姿勢』を貫こ
うとしています」
　同市がスピード感を持ってプログ
ラミング教育を展開できているのは、
外部との連携関係が築かれているこ
とが大きい。しかし、外部機関が多
数存在する都市部でなくても、同様
の展開は可能なようだ。例えば、戸
田市と教育連携を締結している福島
県西会津町は、人口約６，４００人の自
治体であるが、地域でプログラミン
グ教育に協力してくれる人材を探し
たところ、大手メーカーの元技術者
など、協力者を何人も得ることがで
きたという。
　今後、教員の働き方改革が進めら
れていく中で、プログラミング教育
のような新しい取り組みをすべて学
校現場だけで行うのは難しい。戸田
市のように、教育委員会や学校を社
会に開かれた組織にすることが、プ
ログラミング教育を軌道に乗せるた
めの条件になるといえる。
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特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

学習到達度の測定のために
ルーブリックの作成を目指す

今後の課題と展望

公教育としてすべての学校・
教員が指導できるよう支援

現在の状況②

写真　２年生の児童を対象に、指導主事が出前
授業を行った様子。スタートからゴールに導く
ための手順を考えて赤色の駒を正しく移動させ
る、アンプラグドの活動だ。頭と体の両方を使う。
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　ＡＩやＩｏＴ＊１などの技術革新は、
人々の働き方や生活を大きく変える
と言われています。今の子どもが社会
で活躍する頃には、必要とされる能
力も大きく変化しているはずです。
　中でも、今後訪れるであろうＡＩ社
会を見据えた時には、子どもに「ＡＩ
を活用できる能力」や「ＡＩには代替
できない能力」を身につけさせるこ
とが不可欠となります。そこで、本
市では、「２１世紀型スキル」「汎用的
スキル」「非認知スキル」の育成を図
るべく教育改革を推進しています。
学校の中だけで、暗記型の問題や答
えが１つしかない課題に１人で取り
組み、正解すれば高い評価が得られ
るといった教育から脱皮しないと、
それらの資質・能力を育むことは不
可能だと考えるからです。
　また、ＡＩ時代には、ＩＣＴを道具
として使いこなせる力も重要である
ことから、すべての市立小・中学校に
ＩＣＴインフラを整備しました。その
際に留意した点は、ＩＣＴを学校に導
入しさえすれば、子どもの学力向上
に直結するわけではないことです。
　従来の授業をＩＣＴに代替させるの
ではなく、それが非認知スキルも含
めた子どもの深い学びに本当に結び

ついているのかを検証し、常に指導
改善を図ることが重要になります。

　ＩＣＴは、ＩＣＴ活用の検証にも有効
です。学校でのＩＣＴ活用には、タブ
レット端末や学習ソフトのような「子
どもの学びを促進するためのＩＣＴの
活用」と、「子どもの学びを分析し、
指導改善に結びつけるためのＩＣＴの
活用」があると思います。一般的に
現在は前者ばかりに意識が向いてい
るようですが、本市は後者について
も積極的に活用しています（図）。
　例えば、かつて警察の犯罪捜査で
は、刑事の経験と勘にその多くが委
ねられていました。しかし、近年は、
それらに加えて、医学や化学などの
科学的な方法も用いられています。
　学校教育においても、それと同じ
ことが可能なはずです。教員の経験
と勘に頼った指導から、ＩＣＴを活用
して子どもの多面的な学びの過程や
結果を測り、そのデータを参考にし
ながら、指導改善に取り組む仕組み
を構築する。つまり、「教育や教室を
科学する視点」を学校教育に取り入
れるべきだと考えています。
　ＩＣＴによって、教員の発問の回数
やタイミング、それに対する子ども

の反応などを分析できれば、暗黙知
とされているベテラン教員の「匠

たくみ

の
技」を可視化できるようになるでしょ
う。そうすれば、ベテランから中堅・
若手への指導技術の継承が、従来と
比べて格段に容易になるはずです。
さらに、子どもがどこでつまずいて
いるのかをＩＣＴで分析できれば、授
業改善のＰＤＣＡサイクルをより効果
的に回していくことも可能です。
　子どもの学びを分析し、よりよい
指導に結びつけるためのＩＣＴの開発
と運用はまだ途上にありますが、ぜ
ひとも形にしたいと考えています。

＊１　Internet of Things の略。スマートフォンやパソコンだけでなく、様々な物に通信機能を持たせ、インターネットに接続したり、相互に通信したりして、自動制御や情報
収集などを行うこと。
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とがさき・つとむ　埼玉県公立中学校教諭、埼
玉県教育局南部教育事務所、埼玉県立総合教
育センター等を経て、2015 年度から現職。内
閣「教育再生実行会議技術革新ワーキング・グ
ループ」有識者、文部科学省「全国的な学力調
査に関する専門家会議」委員、経済産業省「『未
来の教室』とEdTech 研究会」委員等も務める。

指導や学びを「科学する」ために
ICTの積極的な活用を図りたい

埼玉県　戸田市教育委員会　教育長　戸ヶ﨑　勤
埼玉県戸田市では、子どもの学びを分析し、様々な教育活動の場面だけでなく、指導改善につなげる手段としても、
ICT 活用を推し進めようとしている。これからの教育の中で、教育委員会や学校現場は ICTをどう位置づけ、
利用していくべきなのか。内閣の教育再生実行会議のメンバーでもある戸ヶ﨑勤教育長に話を聞いた。

提言

深い学びに結びついているか？
検証と指導改善を続ける

ICT導入の留意点

経験と勘による指導から
科学的分析に基づいた指導へ

ICT導入のねらい
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　教育改革に対応するための様々な
取り組みは、教育委員会だけで進め
ることは不可能です。そこで、本市
では、最先端の開発や研究を行う企
業や研究機関、大学と積極的に外部
連携を進めました。その第１号が、
ベネッセコーポレーションとの包括
連携協定でした。例えば、先に述べた、
教員の指導や子どもの学びを科学的
に計測・分析する研究や、優れた指
導に関するデータ蓄積に取り組んで
いますが、それらは外部機関の協力
があってこそ実現できています。
　また、本市では、「２１世紀型」「汎
用的」「非認知」の３つのスキルの育
成を目指して、P

・

rogramming（プロ
グラミング教育）、E

・

nglish（英語教
育）、E

・

conomic Education（経済教
育）、R

・

eading Skills（読解力）から
成る小中一貫の「戸田市ＰＥＥＲカリ
キュラム」を行っています。各分野
で豊富な知見を有する外部機関との
連携によって、より効果的かつ効率的
に進めることが可能になりました。

　外部との連携で最も重要なのは、
教育委員会や学校が、取り組みの目
的や外部機関に求める役割など「教
育意志」を明確に持つことです。そ
れが曖昧であると、教育委員会や学
校は単なるサービスの受益者に陥っ
てしまい、その教育活動に主体的に
参加できなくなってしまいます。
　本市では、外部機関に学校や教室
を実証の場として提供することを方
針としています。そして、成果や課
題を共有し、さらなる進化を目指し
ています。本市と外部機関の双方に
利益が感じられるWin─Winの関係を
築かなければ、連携は長続きせずに
終わってしまうでしょう。

　積極的な情報発信も、重視する点
の１つです。本市では、教育委員会、
各校の管理職、そして私自身が、そ
の取り組みをＳＮＳ＊３で発信していま
す。その情報に触れた組織や個人か
ら、様々な有意義な情報が寄せられ
ます。情報は、情報を発信するとこ

ろに集まるのです。
　特に、ＩＣＴ教育のような新しい取
り組みは、情報をオープンにするこ
とが成功の鍵になると考えています。
本市の取り組みを包み隠さずに伝え、
それをよいと思った自治体があれば
取り入れていただき、成果や課題を
検証し合うことで、教育の質を加速
度的に高められるでしょう。
　そうした実践では、教育行政に携
わる職員が、教育に関する高い意識
や知識を持つことも重要です。そこ
で、２０１７年度から基礎自治体とし
ては全国で初めて、教育行政職専門
の職員の採用を始めました。また、
将来的には、専門職員を中心とした
教育政策のシンクタンクの設立を計
画しています。市が取り組む様々な
教育活動を、ＩＣＴの活用などで得た
エビデンスに基づいて分析し、新た
な教育政策を立案する機能を持った
組織にする予定です。
　社会に求められる教育を実現する
ためには、できることは今すぐ始め
ないと間に合わないのではないかと
危惧しています。教育委員会や学校
が、果敢に挑戦し続けていくことが
大切ではないでしょうか。

＊２　「ムーブノート」「話し合いトレーニング」「ドリルパーク」の３つのアプリケーションで構成された、ベネッセのタブレット学習プラットフォーム。
＊３　Social Networking Service の略で、ウェブ上での社会的ネットワークサービスのこと。戸田市では、教育委員会、学校、教育長、校長が SNSのアカウントを持っている。
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戸田市での教育における ICT活用図

※「ＥＢＰＭ」はエビデンス・ベースト・ポリシー・
メイキングの略。証拠に基づく政策立案の意。
＊戸田市教育委員会提供資料を基に編集部で作成。

学力調査の
分析力向上と活用

•「全国学力・学習状況調査」
や「埼玉県学力・学習状況
調査」の学校や教員の

パフォーマンス分析、優れた
指導法の発見

学びの
個別最適化

•学びの履歴の電子化
•授業のつまずき解析
•家庭学習を含めた
　個別習熟度別学習

異年齢・
異学年集団の
個別協働型授業
•英語学習
•特別支援教育
•不登校支援や放課後
　補習授業

ICT・コンテンツを
活用した

アクティブ・ラーニング
の推進

•「ミライシード」＊２等

遠隔授業
遠隔研修

•香港日本人学校
•福島県西会津町

ハイテク機器の実証
•超高速プリンタ、
　校務支援システム
•デジタル教科書、
　書画カメラ　等

School Lab Project
•専門家による
　教職員の業務の仕分け
　と働き方改革

Class Lab Project
•「匠の技」の可視化
•「ワクワク感」と
　課題解決学習
•「睡眠力」と学び（医療
　分野との連携）

学びの改革

EBPM※の推進

働き方改革

特集　AI時代を見据えた授業デザイン力を高めるICTの可能性

「教育意志」を持った連携が
Win─Winの関係を築く

外部連携のポイント

自治体間での情報の共有が
教育の質を一層高める

これからの教育に向けて
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図１ 学校教育に関する取り組みの実施や制度の変更についての賛否
＊図中で赤字で示した項目は新しく取り入れられる施策

プログラミング教育などの
コンピューターを活用した学習を増やす

高校・大学入試で知識以外の多様な力
（思考力・判断力・表現力など）を重視する

英語を使う活動を
小学校３年生から必修にする

英語を小学校５年生から教科にする

教員以外の専門職
（ソーシャルワーカーなど）を増やす

道徳教育を教科にして充実させる

大学入試に記述式の問題を入れる

英語の「聞く・話す・読む・書く」の
すべての力を大学入試で測る

小学校高学年を教科担任制にする

全国的な学力調査（全国学力・
学習状況調査）の結果を学校ごとに公表する

先生の実力を評価して
給与や人事に反映させる

指導力不足の教員を
解雇できるようにする

子ども・保護者が
学校や先生を評価する

学力の高い子は
飛び級ができる制度を作る

小中学校の統廃合を進める

学校評価に基づいて予算配分を行う

学力が水準に
達しない子どもは留年させる

賛成 反対
（％）

どちらかといえば賛成
よくわからない
無答・不明

どちらかといえば反対

32.6 50.0 7.5
1.0

7.4

32.1 50.2 10.9 4.8

36.5 42.3 7.4 9.4 3.5

36.0 42.4 7.4 9.2 3.8

27.9 48.6 16.4 4.7

27.3 45.7 12.2 9.3 3.7

15.7 40.4 26.3 13.6

14.7 40.0 25.2 15.7

16.8 37.7 17.9 18.8 7.4

16.7 37.3 17.5 20.2 6.5

12.4 30.3 24.5 19.2 12.0

13.5 29.1 25.8 20.5 9.7

10.6 26.1 17.5 27.9 16.5

12.6 21.0 18.4 31.3 15.3

7.0 22.4 36.7 25.1 6.8

4.3 13.0 31.4 28.3 21.2

9.0 12.3 38.1 35.8

1.5

0.71.3

0.8

1.2

1.4 0.9

1.7

2.31.7

2.81.6

1.4

1.8

1.6

1.3

1.5

1.4

2.0

2.0

1.33.5

教育改革に対する
保護者の賛否の状況は？
新学習指導要領では、家庭・地域と連携して子どもの資質・能力を高めることが重
視されます。今回は、朝日新聞社との共同調査を基に、教育内容や目標を家庭と共
有する大切さを考えます。

1 保護者の多くは教育改革や入試改革に賛成

データで教育を読む

Benesse 
Report

第 6 回

賛成トップはプログラミング教育
　現在進められている教育改革や入試改
革では新しい取り組みが目白押しであり、

教育委員会や学校でその準備が進められ

ている。保護者は、そうした教育施策に

対して、どのような意見を持っているの

か。いくつかの施策を示して賛否を尋ね

た（図１）。
　この図からは、それらに対する「賛成」

が多いことが分かる。「賛成」（「賛成」と「ど

ちらかといえば賛成」の合計。以下同様）

が最も多かったのは「プログラミング教

育などのコンピューターを活用した学習

を増やす」の82.6％。「英語を使う活動を

小学校３年生から必修にする」「英語を小

学校５年生から教科にする」などの英語

教育の充実も、8割弱が賛成している。

大学入試改革にも賛成が多い
　入試改革は、家庭における教育を左右
する大きな要因の１つだ。それに関連す

る項目にも、おおむね賛意が示されてい

る。「高校・大学入試で知識以外の多様な

力を重視する」は82.3％が賛成。「大学入

試に記述式の問題を入れる」や「英語の

『聞く・話す・読む・書く』のすべての力

を大学入試で測る」は「よくわからない」

という回答が３割弱を占めるが、それで

も半数以上が賛成した。

　これに対して、「子ども・保護者が学校

や先生を評価する」「学校評価に基づいて

予算配分を行う」などは、「反対」の割合

が高くなった。ひと頃、競争によって学

校を活性化させようとする施策が多く打

ち出された時期があった。しかし、保護

者は、学校評価や評価に基づく学校間で

の競争をあまり望んでいないようだ。
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図２ 教育改革・入試改革の認知

図３ 入試改革認知と賛否の関係

小学校・中学校の学習指導要領改訂について

変更内容についてよく知っている 変更されることは知っているが変更内容は知らない
変更内容についてだいたい知っている

学習指導要領がわからない
変更されることを知らない 無答・不明

変更内容まで認知しているのは 10.6％（小11.4％、中8.9％）

9.80.8 42.1 36.5 9.8 1.0

「大学入試センター試験」から「大学入学共通テスト」に変わることについて

変更内容についてよく知っている 変更されることは知っているが変更内容は知らない
変更内容についてだいたい知っている

大学入試センター試験が
わからない

変更されることを知らない 無答・不明

変更内容まで認知しているのは 15.7％（小14.8％、中17.6％）

14.41.3 44.4 33.3 5.7 0.9

（％）

（％）

高校・大学入試で知識以外の多様な力（思考力・判断力・表現力など）を重視する

大学入試に記述式の問題を入れる

英語の「聞く・話す・読む・書く」のすべての力を大学入試で測る

＊「内容も知っている」は「変更内容についてよく知っている」「だいたい知っている」と回答した保護者、「内容は知ら
ない」は「変更されることは知っているが変更内容は知らない」と回答した保護者、「まったく知らない」は「変更され
ることを知らない」「大学入試センター試験がわからない」と回答した保護者。

入
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0.6
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2.8
34.614.733.413.1

2.5

1.1

1.7

（％）

（％）

（％）

2

3

保護者は改革の中身を十分に認知していない

改革内容まで理解していれば賛意がより高まる

　保護者は、教育改革や入試改革の中身
をどの程度知っているのか。「学習指導要

領の変更」の内容について知っているか

を尋ねると、「変更されることを知らない」

と「学習指導要領がわからない」を合わ

せると46.3％となり、約半数を占める（図
２上）。「変更されることは知っているが
変更内容は知らない」が42.1％で、内容

まで知っているのは「よく」と「だいたい」

を合わせても10.6％に過ぎない。同様に、

2020年度に実施される「大学入学共通テ

スト」の認知（図２下）も、変更内容ま
で知っているのは15.7％にとどまった。

　■1　で教育改革や入試改革に対する賛成
が多いことを述べたが、それは内容を理

解した上での意見とは言えない。改革が

円滑に進まなかった場合には、保護者は

意見を変える可能性がある。まずは改革

内容を理解してもらうことが重要だ。

　図３で、入試改革に対する認知の程度
によって、「知識以外の多様な力を重視」

「記述式の問題の導入」「英語４技能の測

定」に対する意見がどう違うかを見た。

改革の内容を認知している保護者は、「わ

からない」という回答が少なく、「賛成」

の割合が高い。

　各施策は、子どもの多様な資質・能力

を高めることを目指しているが、その実

現には、家庭の協力が欠かせない。保護

者が「賛成！」と納得して学校の取り組

みに協力するためにも、変わる教育の中

身をしっかりと伝え、学校と家庭が同じ

目標を持って子どもへの働きかけができ

るとよいだろう。

「学校教育に対する保護者の意識調査 2018」
ベネッセ教育総合研究所が、朝日新聞社と共同で、全国の公立の小学２年生、
小学５年生、中学２年生を持つ保護者を対象に、2004 年から４～５年おき
に実施している経年調査。第４回は2017年12月～2018年１月に実施。最
大で 14 年間の保護者の学校教育に対する意識の変化を見ることができる。

◎詳細は下記ウェブサイトから「調査・研究データ」をご覧ください。

https://berd.benesse.jp/　または

データ解説出典

ベネッセ教育総合研究所
主席研究員

木村治生
きむら・はるお 

長年にわたり、子どもや保護者を対象とした調査や学習のあり
方についての研究を行う。文部科学省をはじめとする省庁の調
査研究に数多く携わり、委員会などで委員を務める。

ベネッセ　研究 検索
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　羽生市教育委員会（以下、市教委）
では、秋本文子教育長のリーダーシッ
プの下、２０１７年度から「知・徳・体・
コミュニケーション能力を地域とと
もに育む羽生の教育」を教育理念に掲

げ、改革を進めている。その背景には、
子どもの気質と基礎学力にやや課題
が見られたことがある。人々のつな
がりと和をより重んじる地域性から、
子どもは大切に育てられており、自
己主張する姿勢を育成する必要性が
あった。また、郷土愛をいかに育むか
も重視していると、秋本教育長は語る。

　「グローバル社会では、相手の意見
を聞きながら、自分の考えを主張で
きる力が必要です。また、郷土愛を
育むことで、グローバルに活躍しな
がら、羽生を忘れない人材を育てた
いと考えています」
　そこで、市教委は、重点施策に①学
力向上施策、②プレゼンテーション
能力の育成、③コミュニティ・スクー
ルの拡大、④英語教育の充実、⑤タ
ブレット端末の活用、⑥道徳教育の
充実、⑦発達障がい支援の充実を掲
げた「学力向上重点７」を打ち出した。
　プレゼンテーション能力の向上は、
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◎埼玉県の北東部に位置する。中心部が衣料の町として
発展する一方、周辺部は農業地帯で肥沃な田園に恵ま
れる。市内の宝蔵寺沼には絶滅危惧種の食虫植物「ム
ジナモ」が自生している。

埼玉県羽生市
プロフィール

人口　約5.5万人　面積　58.64㎢　　
市立学校数　小学校11校、中学校３校　児童生徒数　約 4,000人
電話　048-561-1121（代表）　
URL　http://www.city.hanyu.lg.jp/

◎地域性から自己主張が苦手
な子どもが多く、また、学力
調査の結果で課題が見られ
た。「分からない」と言える
子どもを育て、学力向上を実
現する施策が必要だった。

◎「学力向上重点７」を打ち出し、埼玉県教育
委員会と連携した「埼玉県学力・学習状況調査」
の活用と、市独自のテストを活用したR─PDCA
サイクルを確立。ほかにも、無償の学習塾の設置、
全国プレゼンテーションコンクールの開催、全
小・中学校へのタブレット端末の配備、英語教
育の拡充に向けたALTの増員などの施策を実施。

◎2017年度、「埼玉県学力・
学習状況調査」において、結果
の伸びが県平均を上回った。教
員が授業改善に手応えを感じ、
自信を持って一層改善に取り
組むようになっている。

県教委と連携し、学力調査を活用した
授業改善のR─PDCAサイクルを構築
埼玉県羽生市では、2016年度に着任した秋本文

ふみ

子
こ

教育長の下、７つの重点施策を打ち出した
「学力向上重点７

セブン

」によって、教育改革を推し進めている。特に、埼玉県教育委員会と連携した県学力調査と、
市独自のテストの活用によって学力向上を実現し、確かな手応えを感じている。

第６回

埼玉県羽
は

生
に ゅ う

市
授業改善

自己主張する姿勢を育て、
学力向上も図りたい

背景と課題 実践のポイント学
力
向
上
へ
の
ス
テ
ッ
プ

成果

教委と現場で進める

学力向上への
ステップ

学力と主体性の向上を目指す
「学力向上重点７

セ ブ ン

」
羽生市教育委員会

教育委員会の施策
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子どもに豊かな表現力や思考力、主
体性を育むことがねらいだ。市内小・
中学校で開催してきたプレゼンテー
ションコンクールでは、２０１７年度か
ら参加校を全国に広げ、他地域の子
どもと切磋琢磨する場とした。
　２０１８年度には、元校長である市
長の支援を得て、市内の全小・中学
校にタブレット端末の配備を完了し
た。市長は小・中学校を訪れ、自ら
子どもの前でその使い方を実演し、
重要性を伝えた。
　英語教育でも、ＡＬＴを増員して
指導を強化し、重点校では「GTEC 
Junior」＊１を受検している。今後、市
内全小学校にＡＬＴを常駐させ、生き
た英語に触れる機会を増やす考えだ。

　学力向上の施策は、２０１７年度、埼
玉県教育委員会（以下、県教委）の
委嘱を受けた「『チーム埼玉』学力向
上パワーアップ事業」を軸に進めて
いる。それは、県教委と各市町村教
委が「チーム埼玉」として連携し、
毎年４月実施の「埼玉県学力・学習
状況調査」（以下、県学力調査）を活
用した授業改善のＲ─ＰＤＣＡサイクル
を構築し、基礎学力と非認知能力の
向上を図る事業だ。羽生市では、同
市立羽生北小学校を重点校に指定し
た（Ｐ．２８～２９参照）。
　「財源が限られる中、既存の学力調

査を十分に活用することが重要です。
学力調査を基に指導を振り返って改
善し、子ども一人ひとりの力を伸ば
して、県平均・全国平均を超える学
力を目指しています」（秋本教育長）
　羽生市では、同事業を次のように
進めている。４月に実施した県学力
調査の結果は、７月に各校に通知す
る。同調査の結果は、前年度の学習
成果を反映したものであるため、学
校教育課が結果を前年度のクラスご
とにまとめ直してから、各問題の正
答率、伸びた子どもの割合と学習方
略、非認知能力の変化、さらに学力
が伸びたクラスと、担当教員の指導
についても分析する。そして、９月、
部課長が全校を訪問し、授業改善を
促す。１２月には、市独自の「羽生市
学力アップテスト」（以下、市のテス
ト）を対象学年に実施。１・２学期の
取り組みを評価するとともに、課題の
見られた部分は学び直しなどにつな
げる（図１）。
　市のテストはベネッセの「総合学
力調査」を活用している。１月下旬
に返却される結果は、子ども一人ひと
りの帳票とそれぞれの課題に応じた
学び直し用の問題集が配布されるた
め、弱点克服につなげやすいと、学
校教育課の柿沼宏充指導主事は語る。
　「県学力調査は、前年度の学年の結
果なので、先生方は自分の課題とし
て捉えにくい面があります。市のテ
ストでは、１・２学期に自分が指導

した子どもの伸びや弱点をつかめる
ため、年度末に学び残しがない状態
で次の学年に送り出そうという意欲
を高めることができます」
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羽生市が取り組む学力調査を活用した授業改善の R─ＰＤＣＡサイクル図 1

学校教育課課長

細村一彦
ほそむら・かずひこ

学校教育課指導主事

柿沼宏充
かきぬま・ひろみつ

公立小学校教諭、埼玉
大学教育学部附属小学
校校内教頭・副校長等
を経て、2017 年度から
現職。

公立小学校教諭を経て、
2017年度から現職。専
門教科は理科。

教育長　秋本文子 あきもと・ふみこ
埼玉県公立中学校教諭として勤務後、川口市教
育委員会、埼玉県教育委員会、小学校校長を経
て2016 年度から現職。

4月 ７月 ９月 １月12月

埼玉県学力・
学習状況調査

羽生市
学力アップテスト

ActionResearch Plan Do

結果返却
•各校に通知
市教委が、前年度の
クラスごとに結果をま
とめ直して分析（正答
率、伸びた子どもの
割合と学習方略、非
認知能力の変化、担
任の指導）

結果返却
•各校に通知
•子ども一人
ひとりの帳
票と学び直
し用の教材
を活用

部課長による
全校訪問
•授業改善の方
向性を検討

•各校のよい取
り組みを分析・
共有

各校で分析し
た内容を市内
で共有
•各校の授業
改善へ

各クラスで
実践

対象：小学４年生
～中学３年生／教
科：国語、算数・
数学、英語（中学
のみ）／結果は前
年度の指導を反映

対象：小学４年生～
中学2年生／教科：
国語、算数・数学、
英語（中学のみ）
／結果は１・２学期
の指導を反映

学
び
残
し
が
な
い

状
態
で
新
学
年
へ

Check

県教委とともに「チーム埼玉」
で学力向上を目指す

＊１　ベネッセが提供する小学５年生～中学１年生を主な対象とした、タブレットで受検するスコア型英語４技能検定。

＊羽生市教育委員会提供資料と取材を基に編集部で作成。
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　羽生市立羽生北小学校では、２０１７
年度から「『チーム埼玉』学力向上パ
ワーアップ事業」の重点校として、授
業改善のR-ＰＤＣＡサイクルの構築に
よる学力向上に取り組んでいる。そ
の前年度、同校は市教委の研究指定
を受け、「学ぶことの楽しさと充実感
を味わわせる学習活動の工夫」をテー
マに、基礎・基本の定着と自分の言
葉で表現できる力の向上を図ってい
た。その背景には、自分の思いを伝

えるのが苦手な子どもが多いという
課題があると、残

ざん

間
ま

利博校長は語る。
　「校区には、子どもを温かく見守る
風土があります。周りの大人が手を
差し伸べてくれる環境にあるため、
子どもたちは素直で穏やかな半面、
積極的に自己主張するようなことが
少ない状況です」
　２０１６年度の研究では、県学力調
査で最も課題であった算数の授業改
善に取り組んだ。全校共通の学習スタ
イルとして「北小わかるステップ１・
２・３・３＋」を考案し、導入。問題
の解き方が分からない段階をステッ

プ１、自力で解ける段階をステップ
２、人に説明できる段階をステップ
３、それ以上の発展的な問題が解け
たり、異なる意見（考え）を比べ合っ
て新たな結論を導き出したりできる段

　２０１６年度から毎週土曜日に実施
する「学力アップ羽生塾」も効果を
上げている。小学３～６年生を対象
に、教員経験者が国語・算数を指導
する無償の学習塾だ。初年度は３５人
が参加。その多くが学力を伸ばした
ことから希望者が増え、２０１８年度
の参加者は１００人を超えた。そこで､
２０１８年度からは３つの中学校区に
１会場ずつ設けている。

　「分からないことがあっても、自分
から質問できなかった子どもも、講
師から『よくできたね』と褒められ
るうちに、『分からない』という意思
表示ができるようになっています」
（柿沼指導主事）
　「学力向上重点７」は着実に実を結
んでいる。県学力調査の結果は向上
し、２０１７年度は小学校、２０１８年度
は中学校が、他の市町村以上の伸び
を示した。教員の意識も変化している
と学校教育課の細村一彦課長は語る。
　「客観的なデータを使って多面的・

総合的に子どもを見る視点が加わり、
先生方の自信と指導力向上につな
がっています。それが授業にも反映
され、学力が伸びていくというよい
スパイラルが生まれつつあります」
　今後の課題は、調査結果のさらな
る有効活用だ。
　「市のテストも、県学力調査と同じ
ように、各校の指導改善に役立てられ
るものにしたいと考えています。ま
た、子どもが学び直し教材を十分に
活用できるよう、市教委でも支援して
いきたいと考えています」（細村課長）
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◎1872（明治５）年開校。1977年に羽生南小
学校を分離し現校名となる。元気・本気・根気・
勇気・やる気を「５つの気」として、学力向上と
温かい心、挑戦する意欲を培う教育を展開。

校長 残
ざん

間
ま

利博先生
児童数 370 人　
学級数 14 学級（うち特別支援学級２）
電話 048-561-0058
URL http://www.city.hanyu.lg.jp/school/

hanyukita/

小学校の実践

詳細な分析を全校で共有し、
授業の改善ポイントを探る
羽生市立羽生北小学校

校長

残間利博
ざんま・としひろ

主幹教諭

原口昌義
はらぐち・まさよし

教諭

佐藤紘子
さとう・ひろこ

教諭

木元智子
きもと・ともこ

「北小魂（５つの気＝元気・
本気・根気・勇気・やる
気＋利他の心）を持った
子どもを育てたい」

研修主任。「子どもたち
の幸せな未来のために努
める」

研究主任。「分かる楽し
さを味わうことのできる
授業を目指す」

算数主任。「基礎・基本
を大切に、分かる喜びを
味わわせ、できる子をさ
らに伸ばす工夫をする」

全校共通の学習スタイルで
算数の基礎・基本の定着を図る

小・中学校ともに学力が向上
教員の意識も高まる
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階をステップ３＋とし、ノートに記入
させるようにした。自分の状況を客
観的に把握し、表明させることで、
自己表現の第一歩とするのが目的だ。
　その取り組みを踏まえて、「『チー
ム埼玉』学力向上パワーアップ事業」
でもR-ＰＤＣＡサイクルの構築ととも
に、算数の基礎学力と表現力の向上を
目指すこととした。

　学力調査を活用したR-ＰＤＣＡサイ
クルは次の通りである。
　４月に実施した県学力調査の結果
は、７月に返却される。市教委の分
析と並行して、主幹教諭の原口昌義
先生を中心に学力調査をした学年の
担任が自校の結果を分析し、校内で
共有する。そして夏季休業中に、学
力調査を受けない１～３年生の担任
も含め、全教員参加の研修を実施。
設問ごとの正答率を出し、課題の把
握と強化ポイントについて話し合う。
　「全校の課題として結果を受け止
め、自分たちで解決することを大切
にしています。市教委の分析だけで
はなく、私たち自身で分析すること
で、子どもの状況をつぶさに見てい
きます」（残間校長）

　残間校長は、担任との個別面談も
行い、担任が効果的だった指導や不
足していた指導を振り返る場として
いる。特に、成績が大きく伸びた学
年やクラスでは、よい取り組み例とし
て担任から聞いた指導のポイントを
校内研修等を通して全校で共有する。
　１学期の指導と２学期の授業改善
の成果を測るのが、１２月に行われる
市のテストだ。１月末に返却される
結果を、原口先生が分析して校内で
共有。各担任は３学期の指導に生か
すとともに、次年度に向けた改善案
を出し、４月を迎える。

　同校は、具体的に授業改善をどう
進めているのか。
　２０１７年４月の県学力調査では、実
践研究の成果もあって算数の学力が
向上していたが、国語力が問われる
文章題には依然として課題があると
分かった。そこで、２０１８年度は国
語力の向上に重点を置くことにし、
朝学習での詩や俳句などの素読、絵
日記や作文の指導、読書環境の改善、
新聞記事を使った読解文章表現など
を、全校で推進した（図２）。
　また、分析結果から、算数が苦手

な子どもにチーム・ティーチング（以
下、ＴＴ）で教えすぎる傾向がある
ことも分かった。そこで、ＴＴでの
教員のかかわり方を見直した。
　「子どもが自分で考え、納得して答
えを出す方が、定着度は高まります。
教員は一歩引いて見守り、適切なタ
イミングでヒントを出すという方針
を共有しました」（原口先生）
　Ｔ２がステップ１の子どもを集め、
簡単なヒントを出しながら自力で解
答させるようにするなど、子どもに
少しずつ任せるように工夫した結果、
子どもに変化が見え始めていると、
算数主任の木

き

元
もと

智
とも

子
こ

先生は語る。
　「学力に課題がある子どもにかかわ
るタイミングや方法を工夫したとこ
ろ、自ら考えるようになりました。
子どもにとっても、自分で考えて分
かる方が喜びが大きく、次の授業へ
の意欲につながっていると感じます」
　今では、データで効果検証する意
識が教員の間に根づいている。研究
主任の佐藤紘

ひろ

子
こ

先生はこう語る。
　「以前は『ノートをきちんと書ける
ようになった』など、定性的に変化
や課題を見取る場合がほとんどでし
た。今は、調査結果のデータから課
題を把握し、それを基に授業改善に
ついて話し合っています」
　算数の成績は、文部科学省「全国
学力・学習状況調査」、県学力調査の
いずれも向上しており、授業改善の
成果が着実に表れていることが、教
員の自信と意欲につながっている。
　今後の課題は、多忙な中で、分析
結果を授業改善に生かすサイクルを
定着させることだ。
　「調査の分析は重要ですが、分析の
ためのテストになっては意味があり
ません。日々の授業の中で、分析結
果を基に授業をどう改善し、検証し
ていくのか、中長期的な視点に立っ
てR-ＰＤＣＡサイクルを回す体制を整
えたいと考えています」（残間校長）
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国語と算数の研究構想図２

＊羽生北小学校提供資料を基に編集部で作成。

算数の授業実践

～北小わかるステップ１・２・３・３＋を生かして～

•授業の約束ごとの徹底
•分かるステップ１・２・３・３＋の実践
•少人数指導、チーム・ティーチングの実施

国語力強化

語彙力・読解力の向上
•素読の実施（朝の時間）
•読書貯金・読書活動
の推奨（読書祭りの継
続、並行読書の実施）

•思考力・判断力・表現
力を高める市販ドリル
の活用

書く力の向上
•新聞の要約（NIE・中
学年以上）
•教科書等の視写
•日記等の短い作文（内
容や文字数を決めて）

ステップ１

問題の
解き方が
分からない

主に主体的な活動を
促す取り組み

主に対話的な活動を
促す取り組み

主に深い学びを
促す取り組み

ステップ２

自力で
解ける

ステップ３

自分の
考えを説明
している

ステップ３＋

相手に
分かるよう
説明できる

第６回

埼玉県羽生市
授業改善

教委と現場で進める

学力向上への
ステップ

算数の課題は国語力にあると
分析し、国語の指導も見直す

夏季休業中の全体研修で
県学力調査の分析結果を共有
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　２０１６年度に実施された教員の勤
務実態調査の結果を基に、平日１週
間あたりの学内勤務時間が６０時間
以上と６０時間未満のグループに分け
て、１日の業務別従事時間を比較し
ました。中学校では「部活動・クラ
ブ活動」「学校行事、生徒会・児童会」
「授業準備」「学年・学級経営」「成績
処理、試験の作成・採点等」におい
て差がありました（図）。小学校もほ
ぼ同様の結果です。また、勤務時間
の長短に関係なく従事時間が長いの
は、「授業」「給食、清掃、登下校等」「朝
の業務」「会議、打ち合わせ」でした。

　勤務時間を削減するためには、そ
れら多くの時間を費やしている業務
の抜本的な見直しが不可欠です。
　スクールサポートスタッフやス
クールカウンセラーなどの人的支援
も重要であり、対策を講じるべき施
策ですが、例えばスクールサポート
スタッフを配置できても、１校１～
２人です。その人数で校内のすべて
の教員を支援するのですから、１人
あたりの負担軽減は限定的なものに
なると言わざるを得ません。また、
そもそも、多くの自治体でそうした
予算確保すら厳しいのが現状です。
　勤務時間削減に向けて、現行業務の
見直しは避けて通れません。教育委
員会には、学校が実行しやすいよう
に支援することが求められます。

　業務改善の基本的な考え方は、ど
んな業種でも同じで、学校も例外で
はありません。業務のねらいを明確
にし、それを到達目標に照らし合わ
せて、不要な部分から廃止・削減し
ていきます。さらに、その業務を担
うべき人を見直して、役割分担をし
直したり、教員でなくてもできるこ
とは外部人材の活用を検討したりし
ます。
　その時、「この仕事は子どものため
になる」と思うと削減が進まなかっ
たり、伝統行事の廃止には保護者か
らの反対があったりするでしょう。
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授業準備を
生産的に行えるよう
指導案や教材を共有

学校教育目標に
照らし合わせて考えれば
学校行事は精選できる

チームワークのよさが
業務を効率化させ、
生産性を高める

1 2 3

第3回

業務時間が長いものこそ
見直しを
働き方改革は、行政からの人的支援だけでは立ち行きません。
どの自治体も予算が限られており、
業務を抜本的に見直すことが、勤務時間の削減には必要不可欠です。
業務時間が長いものとして挙げられるのは、
「部活動」「授業準備」「学校行事」「採点・添削」などです。
前回お話しした「部活動」以外の、時間的な負担が大きい業務を
どのような観点で見直し、また、どのように負担軽減を図ればよいのか、
そのポイントをお話しします。

学校マネジメントコンサルタント
文部科学省
学校業務改善アドバイザー

妹尾昌俊　せのお・まさとし　

（株）野村総合研究所を経て、2016 年に独立。
全国各地の教育委員会、校長等向けに講演・
研修等を行っている。中央教育審議会委員。
埼玉県、高知県、横浜市等の学校業務改善
アドバイザーも務める。

今号で押さえたいポイント

人的支援による軽減は限定的
業務の抜本的な改革が必要

抜本的な改革に向けて

創造的　　　　　　　のすすめ働 き 方 改 革 ─実践の第一歩─

「子どものため」で見直しを
止めず、まずは実施する

見直しの観点と具体策
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しかし、そこで見直しを止めてしま
えば、業務は一向に減りません。そ
の理由を関係者に十分に周知した上
で試行的に縮小・廃止し、その後、
実際に支障があるのかを検証すると
いった進め方も、１つの方法です。
　次に、従事時間の個人差が大きい
業務を中心に、見直しの具体的な方
法について見ていきたいと思います。
◎授業準備
　授業準備の時間は、単純に削減で
きるものではありませんが、生産性
向上の観点では改善の余地がありま
す。特に教職歴が浅い先生や、生徒
指導が大変な学校だと、指導案の作
成や教材準備に時間がかかります。
その効率化の方法の１つが、指導案
や教材の共有です。基となる指導案
を子どもの実態に合わせて応用すれ
ば、授業準備の時間を短縮できます。
教育委員会の主導により、校内だけで
なく他校とも共有できます。例えば、
横浜市では、市内の教員から集めた指
導案をデータベース化し、検索・活用
できるようにしようとしています。
　また、校内研究で、限られた時間
で質の高い授業を行うための方法論
そのものを研究テーマに据えてもよ
いと思います。
◎学校行事
　学校行事は、カリキュラム・マネ

ジメントの視点で見直すことがポイ
ントです。学校教育目標と照らし合
わせ、その行事で育成する資質・能
力は何か、そのためにどのような活
動にし、何を準備すべきかを考えて、
再編・縮小・廃止を図っていきます。
　学校行事は学校裁量で決められる
ため、その見直しは校長が主導して
すべきことです。教育委員会からは、
校長に職場環境を整える責務から自
覚するよう働きかけましょう。
◎成績処理
　通知表の所見を一人ひとりに手書
きするのが負担という声をよく聞き
ます。ただ、保護者面談で子どもの様
子は伝えていますし、通知表は必須
事項ではありませんから、教育委員
会が主導し、全校で様式を統一する
など、簡素化してはどうでしょうか。
校務支援システムと連動させ、パソコ
ンで入力できるようにすれば一層効
率化が図れます。
　宿題の採点も、読んで検印を押す

だけにする、子ども同士に採点させる
などの方法が挙げられます。また、ド
リル学習などについては、コンピュー
ターやＡＩを活用した採点の仕組みを
もっと採り入れていきたいものです。
◎給食・清掃
　給食や清掃などの指導は、校内で
分業したり、地域住民や教員志望の
学生に手伝ってもらったりする方法
を考えましょう。教育委員会が一括
して地域から募集すれば、学校での
事務作業の負担も軽減されます。

　校長や副校長、教頭の業務改善も
ぜひ進めてほしいことです。特に副
校長・教頭が抱える事務量の削減が
進めば、本来の業務である人材育成
にかける時間が増え、若手教員が育
つことで教員全体の業務改善につな
がります。教育委員会では、首長部
局と連携して学校に依頼する調査を
精選したり、スクールサポートスタッ
フを教頭補佐として配置したりする
などの支援ができるでしょう。
　また、業務軽減で重要なのが、教員
間のチームワークです。１人で抱え込
まずに、課題や悩みを周りに相談し
たり、仕事を分担したりできる職場環
境であることが、特定の教員に負担
の重い校務が集中することも防げま
すし、得意な分野や経験を教え合うこ
とは、指導力向上にもつながります。
　次号では、教育委員会の実践例を
紹介します。
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中学校教員の業務ごとの従事時間（抜粋）図

週 60 時間以上 週 60 時間未満 時間
差従事時間 比重 従事時間 比重

授業 207分 28.4% 205 分 33.4% 2 分

授業準備 93 分 12.8% 78 分 12.7% 15 分

学習指導（補習・個別指導等） 10 分 1.4% 9 分 1.5% 1分

朝の業務 37分 5.1% 36 分 5.9% 1分

成績処理、試験の作成・採点、提出物確認等 43 分 5.9% 32分 5.2% 11分

学校行事、生徒会・児童会 40 分 5.5% 24 分 3.9% 16 分

給食、清掃、登下校、休み時間等の指導 65 分 8.9% 58 分 9.4% 7分

個別の生徒指導、進路指導、カウンセリング 20 分 2.7% 15 分 2.4% 5 分

部活動・クラブ活動 51分 7.0% 27分 4.4% 24 分

学年・学級経営（学活、連絡帳、学級通信等） 43 分 5.9% 30 分 4.9% 13 分

学校経営、校務分掌業務等 23 分 3.2% 19 分 3.1% 4 分

会議、打ち合わせ 35 分 4.8% 30 分 4.9% 5 分

注）赤枠内の項目は、週60時間以上／未満のグループ間の差が10分以上のもの。
＊文部科学省「公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究（平成28年度）」報告書を基に妹尾氏が作成。

人材育成に注力できるよう
副校長・教頭の事務量を削減

役割分担の観点

KEY POINT 業務改善の考え方

1 学校教育目標と照らし合わせ、不要な部分を縮小・削減

2 業務を担うべき人を見直し、外部人材も含め分担を再考

3 試行的に縮小・廃止し、課題があれば見直す
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◎特集の「連続性ある英語教育」は、「使える英語力」がキー
ワードでした。これまでも「話す」「書く」の指導に力を
入れてきましたが、高校入試や定期考査等を意識した面が
強く、コミュニケーション力の育成とは少し距離があった
と思います。今後は「英語を使って何ができるようになっ
たか」を観点として評価する必要性を感じました。（青森県）

◎特集の、小・中・高と連続した使える英語の取り組みは、
教育委員会の主導が必要で、現場だけでは難しいところが
あります。東京都の人的支援、教材提供、研修を柱とする
取り組みは参考になりました。研修の機会が誰にでもあり、
五感を使った活動で、使える英語力を高めていこうとする
観点がよいと思いました。　　　　　　　　　　　（山口県）

◎東京都や福井県は先進的な英語教育を行っているので、
特集でその施策に携わる方々の話を聞くことができ、大変
参考になりました。両都県とも独自教材を作成されている
ので、学校で活用するための具体的な動きや、先生方の本
音、活用後の変化など、導入後のことをもっと知りたいと
思います。それが分かると、自治体や学校で参考にできる
部分がさらに多くなります。　　　　　　　　　　（岐阜県）

◎特集では、英語教育の充実に向けてリーダーシップをと
ろうとしている姿勢を、福井県教育委員会に感じました。
小学校英語の教科化では、自信のない担任がALTに頼る
という話を耳にする中、教育委員会が「全授業」の指導案
を作成し、現場の不安と負担を払拭しようとしている姿勢
に学ぶべきものが多くありました。　　　　　　　（島根県）

◎特集の事例では、滋賀県大津市の取り組みが印象に残り
ました。英語の授業なのに、教員自身が「話せないから」
と日本語ばかり聞こえてくる授業があります。「オールイ
ングリッシュの授業」を真正面から掲げ、取り組もうとし
ている大津市の気概に頭が下がります。　　　　　（兵庫県）

◎連載「未来につながる学びの情景」は、ほのぼのとした
話題で心が温まりました。山間部だけでなく都市部の学校
においても、地域に根差した教育のあり方を模索し、自分
の住む地域を愛する子どもたちを育てていかなければなら
ないと思いました。　　　　　　　　　　　　　　（愛媛県）

◎連載「Leader's VIEW」で、群馬県高崎市教育委員会・
飯野眞

まさ

幸
き

教育長が推進されている「学力向上は、いじめゼ
ロの学級づくりから」と「現場の課題に即応した施策を展
開していきたい」の２点にとても納得しました。具体的な
施策は、各教育委員会の考えや学校の実態によって、特徴
があってよいのだと思いました。　　　　　　　　（新潟県）

◎連載「データで教育を読む」の内容には、数多く首肯で
きました。日々を漫然と過ごしていては、自己肯定感は育
ちません。年々、何かをやり遂げる子どもが減少している
ようですが、結果だけでなく、次への意欲につながる一生
懸命さを大切にしたいです。そのためには、失敗や挫折に
も価値を見いだすようにしていきます。　　　　　（北海道）

◎連載「学力向上へのステップ」の栃木県真
も

岡
おか

市のように、
学力向上には、行政と現場が一体となり、指導サイクルの
改善を図ることが大切です。目先の学力テストの結果だけ
にとらわれてはいけません。子どもが自己実現するための
学力保障と、それを支える教職員の使命について共通認識
を図る必要があります。　　　　　　　　　　　　（宮崎県）

◎妹尾昌俊氏の連載「創造的働き方改革のすすめ」は参考
になります。中学校にとって部活動はとても大きな存在で
すが、問題点があるのも確かです。それを解決するための
議論はさることながら、中学 ･高校の部活動の将来像を共
有することが、生涯スポーツの観点から必要だと思います。
そのためにどこから変えていくかといった検討がなされる
べきだと考えます。　　　　　　　　　　　　　　　　　（静岡県）
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表2（左開き） 表3（左開き）

　１学年6～７学級からなる大規模校の広島市立古田中学
校では、「気づく・考える・やり抜く・思いやる」をキーワー
ドに、人と人との関係づくりを大切に教育活動を展開して
いる。宮

みや

正
しょう

千鶴雄校長は、そのねらいを次のように語る。
　「本校では４つの小学校から新入生を迎えます。多様な経
験や価値観を持つ生徒たちが、協力し合い、切磋琢磨しな
がら目標を達成し、３年間で大きく成長することを目指し
ています。そうした経験を通じて、生徒の自己肯定感が高
まることを期待しています」
　授業では、個別学習とグループ学習を織り交ぜながら自
分の考えを深めていく「古田モデル」を全教科で実践。生
徒同士のかかわり合いの中で気づく学びを重視し、教員は
それを導くファシリテーター役に徹する。
　学校行事もその多くを３学年縦割りの色群で行い、学年

を超えた関係を深める。例えば、文化祭でのクラス合唱に
向け、３学年縦割りの色群で交流する。上級生の美しい歌
声は、下級生の目標になり、自身が上級生になった時、進
んで下級生の教室に行き、アドバイスをするようになる。
　また、平和をテーマに３年間かけて系統的に学習を深め
る「総合的な学習の時間」では、３年次に「世界の平和」を
テーマに探究学習を実施。調べ学習とともに、広島平和記
念公園を訪れた外国人に平和についての聞き取り調査など
を行い、グローバルな視点で考えを深めていく。
　「１年生から戦争や平和と向き合うことで、３年生の探究
学習の発表では、平和を築く一員として自分たちにできる
ことを、自分の言葉でしっかり述べています」（宮正校長）
　仲間、教員、地域、そして世界の人たちとのかかわりが、
生徒に豊かな心を育み、将来への飛躍へとつながっていく。

　情報技術の革新が進む中、今後の
社会はますます急速に変化していく
ことでしょう。予見が困難となる未
来の社会で活躍する人材には、「自分
の手で社会を変え、よりよい未来を
創造していくのだ」という意識が一
層求められます。そして、そうした
人材には、①「多様な他者と協働し、
新たな『知』を創造する力」、②「適
切な価値を選択して、思考し、判断
し、行為し続ける力」、③「内省を深め、
自分のよさや可能性に目を向ける力」
という３つの力が不可欠だと、私は
考えています。
　それら３つの力を育んでいくため
には、新学習指導要領で重視される
「主体的・対話的で深い学び」が有効
で、特に重要なのは「深い学び」です。
子どもは、「深い学び」を進める中で、
身につけた個々の知識・技能を関連
づけて構造化し、いつでもどこでも
知識を自由に使える（私はこれを「知
識が駆動する」と呼びます）ように、
高めていけると理解しています。こ
のような知識の構造化を進め、深い

学びを実現するには、先生方が子ど
もに知識・技能をインプットするだ
けではなく、子ども自身が習得した
知識・技能をアウトプットしていく
ことが必要です。そのために最も有
効なのが、振り返りです。学習内容
の確認や過去の学習内容との関連づ
け、自己の変容の自覚など、深い学
びや主体的な学びにつなげることが
できます。そうした機会を日々の授
業に設け、「主体的・対話的で深い学
び」を継続していくことで、子ども
は先の３つの力を総合的に身につけ
ていけるようになると考えます。
　子どもの学びの深さを先生方が把

握するには、学びが子どもの内面で
深まり、少しずつ表面の変化に現れ
る状態を丁寧に見取る必要がありま
す。そのためには、「子どもの学びが
深まった状態」を具体的に思い描け
るようになることが大切になります。
そこで、教育委員会には、アウトプッ
トに力を入れる学校の取り組みの具
体例を数多く紹介し、学びを深める
子どもの姿を示していただきたいと
思います。そうして先生方が「目指
す子どもの姿」を共有することで、
教員主導の授業から、子どもを主体
とする授業への転換も促されるので
はないでしょうか。
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かかわりの中で育む心
今号の表紙　広島県　広島市立古田中学校

◎1985 年開校。学校教育目標は「明るくたくましく　自ら考え実
行し　思いやりのある生徒の育成」。広島市初のユネスコスクール
認定校。2015 年度から広島市教育委員会「授業改善推進校（活
用型）」「生徒指導実践指定校」。

広島市立
古田中学校

校長　宮
みや

正
しょう

千鶴雄先生　　
生徒数　727人　学級数　22 学級（うち特別支援学級２）
URL　http://cms.edu.city.hiroshima.jp/weblog/index.
php?id=j1043

未来に
　つながる
学びの情景

生徒会では、学校近くにある森にな
ぞらえ、「古田の森」を合言葉に活
動を展開。一人ひとりが成長し、そ
れが集まってしっかりした森を築くこ
とを目指す。その決意を表すため、
１・２年生は自分の目標を、３年生
は後輩に伝えたいことを書き、そ
れを集めて1つのモチーフを形づく
る。

体育大会では、色群で競技種目も行い、
総合順位を決める。上級生が競技や応
援で頼もしくリードする姿に下級生は憧
れを抱き、上級生としてのあるべき姿を
学んでいく。

生徒の行動目標に「時を守り、場を清め、礼を正す」を掲げ、
あいさつ運動などを行う。無言清掃では、持ち場としっかり
向き合い、学びの場を磨き上げていく。

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）
を推進する同校では、１年生は「広島の
平和」、2年生は「日本の平和」、３年生
は「世界の平和」をテーマに探究学習を
行う。２年生の修学旅行では長崎を訪
問。班別行動では、事前学習をした上
で平和に関する場所を巡り、班ごとに調
べたことをまとめ、全校集会で報告する。

地元中学生と広島を訪れた外国人と平和へのメッセージを交換
する「平和のメッセージ交換事業」に参加。折り鶴の再生紙で
作られたカードには、英語で思いを書く生徒も大勢いた。

知識の構造化を通して
深い学びを実現し、
活躍できる人材育成を
國學院大學人間開発学部初等教育学科教授
田村　学　たむら・まなぶ

新潟大学教育学部卒業。専門はカリキュラム論など。新潟県公立学校教諭、
同県柏崎市教育委員会指導主事、文部科学省初等中等教育局教育課程課教
科調査官、同省同局視学官などを歴任。同省で新学習指導要領の作成に携わっ
た後、２０１７年度より現職。著書に『深い学び』（東洋館出版社）などがある。

１８８２（明治１５）年創設の皇典講究所を母体とする私立文系の総合大学。
本部を東京都渋谷区に置き、５学部１３学科、３研究科を擁する。教育目標
に「主体性を持ち、自立した『大人』の育成」を掲げる。

近 未 来 への 布 石 　教育委員会と連携した研修
田村教授は、全国各地の教育委員会と連携し、
「深い学びとは何か」といったテーマを中心に
研修会を行っている。神奈川県海老名市教育
委員会とも連携を図り、年に数回の研修を実
施。市内の小・中学校の教員研修では、代表
教員による研究授業の後、子どもを主体とす
る授業改善について全教員が検討し合い、田
村教授が講評・講演する活動を行っている。

教育研究者からのメッセージ

國學院大學プロフィール
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